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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

 

回次 第22期 第23期 第24期 第25期 第26期

決算年月 平成26年４月 平成27年４月 平成28年４月 平成29年４月 平成30年４月

売上高 (百万円) 18,560 23,594 27,111 27,469 29,083

経常利益 (百万円) 1,551 1,873 2,126 2,231 2,126

親会社株主に帰属する
当期純利益

(百万円) 849 871 1,166 1,039 617

包括利益 (百万円) 984 1,046 1,241 1,219 859

純資産額 (百万円) 5,133 6,205 7,473 8,705 9,585

総資産額 (百万円) 7,490 10,191 11,569 12,566 14,152

１株当たり純資産額 (円) 387.07 458.50 550.63 633.41 688.26

１株当たり当期純利益 (円) 72.19 73.96 98.59 87.79 52.06

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― 98.21 87.39 51.58

自己資本比率 (％) 60.85 53.17 56.33 59.79 58.07

自己資本利益率 (％) 20.45 17.47 19.55 14.81 7.85

株価収益率 (倍) 12.11 21.67 17.56 21.66 46.94

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 884 1,667 1,561 1,250 2,047

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △130 △427 △821 △260 △733

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △212 △155 △48 △66 △39

現金及び現金同等物の
期末残高

(百万円) 2,379 3,463 4,145 5,069 6,344

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(人)
468 562 602 589 607

(804) (1,720) (2,002) (1,169) 　(1,222)
 

(注) １．売上高には消費税等は含まれておりません。

　　 ２. 当社は平成25年11月1日を効力発生日として、普通株式1株につき300株の割合で株式分割を行いましたが、

第22期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり当期純資産額と1株当たり当期純利益を算

定しております。

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益額については、第22期は潜在株式が存在しないため、また第23期は希

薄化効果を有する潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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(2) 提出会社の経営指標等

 

回次 第22期 第23期 第24期 第25期 第26期

決算年月 平成26年４月 平成27年４月 平成28年４月 平成29年４月 平成30年４月

売上高 (百万円) 10,132 11,025 11,569 11,996 6,869

経常利益 (百万円) 896 976 997 888 342

当期純利益又は純損失 (百万円) 514 515 670 579 △467

資本金 (百万円) 509 509 509 509 509

発行済株式総数 (株) 14,314,800 14,314,800 14,314,800 14,314,800 14,314,800

純資産額 (百万円) 3,775 4,245 4,864 5,406 4,990

総資産額 (百万円) 5,090 5,723 6,414 6,891 5,376

１株当たり純資産額 (円) 320.62 355.23 408.25 453.71 417.03

１株当たり配当額
(うち１株当たり
中間配当額)

(円)
5 6 7 8 9

(―) (―) (―) (―) (―)

１株当たり当期純利益又
は純損失

(円) 43.72 43.25 56.24 48.61 △39.25

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益

(円) ― ― 56.02 48.39 ―

自己資本比率 (％) 74.17 73.97 75.3 77.3 90.62

自己資本利益率 (％) 13.62 12.86 14.79 11.40 △9.17

株価収益率 (倍) 19.99 37.06 30.80 39.12 △62.26

配当性向 (％) 11.44 13.87 12.45 16.45 △20.37

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(人)
281 280 295 329 34

(282) (293) (335) (336) (14)
 

(注) １．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．当社は平成25年11月1日を効力発生日として、普通株式1株につき300株の割合で株式分割を行いましたが、

第22期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額と1株当たり当期純利益又は純損

失を算定しております。

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益額については、第22期は潜在株式が存在しないため、第23期は希薄化

効果を有する潜在株式が存在しないため、また第26期は当期純損失のため記載しておりません。

　    ４．当社は平成29年11月1日をもって、持株会社に移行しております
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２ 【沿革】

当社は、平成4年5月29日に、代表取締役社長森下篤史が中心となり、高齢者の能力開発研修事業などを目的に、株

式会社矍鑠（「カクシャク」）として資本金1,000万円で東京都大田区東蒲田二丁目30番17号に設立いたしました

が、実際の事業活動がないまま休眠状態となりました。

その後、平成9年3月31日に「株式会社テンポスバスターズ（「テンポス」（＝店舗の複数形）と「バスターズ」

（＝掃除人）に由来）」に商号を変更し、本社を東京都大田区本羽田二丁目9番23号に移転して、厨房機器専門のリ

サイクル販売会社として営業を開始いたしました。

当社グループの事業内容の変遷は、次のとおりであります。

 

年月 事業内容

平成９年３月 商号を株式会社テンポスバスターズに変更し、本社を東京都大田区本羽田二丁目９番23号に移転

平成９年４月 飲食店向け店舗用設備及び店舗用備品のリサイクル販売を目的として埼玉県川口市に「川口Ａ館・

Ｂ館」をオープンし営業開始

平成９年11月 業容拡大に伴い埼玉県川口市に「川口Ｃ館」をオープン・顧客の要望から新品の店舗用設備及び店

舗用備品の販売も開始

平成10年６月 本格的な総合再生センターとして埼玉県川口市に「川口Ｄ館（再生センター）」を設置

平成11年１月 全国展開の第一弾として大阪府東大阪市に「東大阪店」をオープン

平成11年４月 川崎市川崎区に「川崎店」をオープン

平成11年５月 千葉県習志野市に「幕張店」をオープン

平成11年８月 福岡市東区に「福岡店」をオープン

 平成11年10月 株式会社てんぽす・きっず（東京都大田区）を設立し、子供服・子供用品のリサイクル事業に進出

平成12年６月 熊本県熊本市に「熊本店」をオープン

平成12年７月 東京都府中市に「府中店」をオープン

平成12年７月 本社を東京都大田区東蒲田二丁目30番17号に移転

平成13年１月 兵庫県西宮市に「西宮店」をオープン

平成13年６月 札幌市白石区に「札幌店」をオープン

平成13年９月 東京都新宿区に「新宿店」、仙台市若林区に「仙台店」をオープン

平成14年２月 愛知県春日井市に「春日井店」をオープン

平成14年４月 新潟県新潟市に「新潟店」をオープン

平成14年10月 埼玉県鳩ヶ谷市に「鳩ヶ谷家具専門館」をオープン（川口Ｂ館の販売商品を移転）

平成14年10月 川口Ａ館は食器専門店、川口Ｂ館は調理道具専門店に変更

平成14年11月 埼玉県大宮市（現、さいたま市北区）に「大宮店」をオープン

平成14年12月 日本証券業協会に株式を店頭登録（平成16年12月ジャスダック証券取引所に上場）

平成14年12月 札幌市西区に「札幌宮の沢店」をオープン、「札幌店」を「札幌白石店」に名称変更

平成15年３月 千葉市中央区に「千葉店」をオープン

平成15年５月 愛知県一宮市に「一宮店」、広島市西区に「広島西店」をオープン

平成15年７月 「川崎店」を川崎市川崎区東扇島から同区富士見に移転

平成15年７月 東京都八王子市に「八王子店」をオープン
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年月 事業内容

平成15年７月 東京都立川市に「府中店」を移転し、「立川店」に名称変更

平成15年９月 静岡県浜松市に「浜松店」をオープン

平成15年10月 株式会社てんぽす・きっず（本社:東京都大田区）は、株式会社テンポスファイナンスに社名変更

し、リース仲介事業に進出

平成15年12月 福島県郡山市に「郡山店」をオープン

平成16年２月 京都市伏見区に「京都店」をオープン

平成16年３月 東京都新宿区に、総合再生センター「新宿再生センター」を設置

平成16年８月 北九州市小倉北区に「小倉店」をオープン

平成16年10月 神奈川県相模原市に「反乱軍相模原店」をオープン

平成16年10月 横浜市戸塚区に「川崎再生センター」を移転し、「戸塚買取センター」に名称変更

同時に「川口Ｄ館（再生センター）」を「川口買取センター」に、「新宿再生センター」を「新宿

買取センター」にそれぞれ名称変更

平成17年３月 愛媛県松山市に「松山店」をオープン

平成17年４月 千葉県千葉市に、総合再生センター「千葉買取センター」を設置

平成17年４月 大阪府堺市に「堺店」をオープン

平成17年６月 名古屋市西区に「名古屋西店」をオープン

平成17年７月 名古屋市中川区に「名古屋中川店」をオープン

平成17年８月 大阪府東大阪市に、総合再生センター「大阪買取センター」を設置

平成17年９月 子会社株式会社テンポスインベストメント（本社：東京都大田区）を設立し、ファンドの管理・運

用事業に進出

平成18年１月 名古屋市千種区に「名古屋千種店」をオープン

平成18年３月 第三者割当増資により株式会社テンポスファイナンスが子会社となる

平成18年５月 子会社株式会社テンポハンズ（本社：横浜市戸塚区）を設立し、株式会社ハマケン（本社：横浜市

泉区）からの営業譲渡により同業種である「ヨコハマ店」「湘南店」「大和店」の３店舗と買取セ

ンター機能の「商品管理センター」を譲り受ける

平成18年６月 第三者割当増資並びに株式譲受により株式会社ハマケンが子会社となり、内装工事事業に進出

平成18年９月 札幌市中央区に「札幌すすきの店」オープン

平成18年９月 営業譲渡により株式会社ビクトリーを子会社化、サンドイッチ店をチエーン展開

平成19年４月 東京都板橋区に「池袋店」オープン

平成20年３月 浜松店を子会社の株式会社テンポハンズに売却移管

平成20年４月 大阪市中央区に「なんば店」オープン

平成20年８月 福岡市東区に、総合再生センター「福岡買取センター」を設置

平成20年11月 子会社株式会社テンポス情報館（本社：東京都大田区）を設立し、当社の業務の一部を譲渡

平成21年３月 千葉県柏市に「柏店」オープン

平成21年４月 子会社株式会社テンポス店舗（本社：東京都新宿区）を設立し、不動産仲介事業に進出

平成21年７月 沖縄県那覇市に「那覇店」オープン

平成21年８月 川崎店及び相模原店を子会社である株式会社テンポハンズに売却移管

平成22年２月 株式会社ビクトリーの全株式を売却し、当社連結子会社より外れる

平成22年４月
 

ジャスダック証券取引所の大阪証券取引所との合併に伴い、当社株式の大阪証券取引所（JASDAQ市
場）へ上場
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年月 事業内容

平成22年４月 八王子店を閉鎖

平成22年７月 北海道札幌市に、総合再生センター「札幌買取センター」を設置

平成22年10月
 

大阪証券取引所ヘラクレス市場、同取引所JASDAQ市場及び同取引所NEO市場の各市場統合に伴い大

阪証券取引所JASDAQ（スタンダード）へ上場

平成23年３月 株式会社ハマケンの全株式を売却し、当社連結子会社より外れる

平成23年３月

 

株式会社テンポスインベストメント（本社:東京都大田区）は、株式会社STUDIO10に社名変更し、

内装工事事業を開始する

平成23年３月 株式会社テンポハンズの全株式を取得し、当社連結子会社となる

平成23年４月 株式会社あさくまの株式を取得し、当社連結子会社となる

平成23年９月 熊本県熊本市に、総合再生センター「熊本買取センター」を設置

平成24年５月
 

子会社株式会社テンポハンズ（本社：横浜市戸塚区）より、営業譲渡により同業種である「川崎

店」「相模原店」「浜松店」「ヨコハマ店」「湘南店」「関内店」の６店舗を譲り受ける

平成24年５月 株式会社STUDIO10（本社:東京都大田区）を、株式会社スタジオテンポスに社名変更

平成24年５月 株式会社テンポス店舗（本社：東京都新宿区）を、株式会社テンポス店舗企画に社名変更

平成24年５月 株式会社テンポハンズ（本社：神奈川県横浜市）を、株式会社テンポスドットコムに社名変更

平成24年５月 愛知県一宮市に、総合再生センター「一宮買取センター」を設置

平成24年７月 札幌市西区に「札幌宮の沢店」を移転し、「札幌西野店」へ名称変更

平成25年３月 関内店を閉鎖

平成25年５月
株式会社吉野創美テンポス（本社：大阪市中央区）と株式会社スタジオテンポス（本社：大阪市中
央区）が合併

平成25年５月 株式会社テンポスファイナンス（本社：東京都大田区）を株式会社テンポスＦ＆Ｍに社名変更

平成25年７月
大阪証券取引所の現物市場の東京証券取引所への統合に伴い、東京証券取引所JASDAQ（スタンダー

ド）へ上場

平成25年７月 株式会社プロフィット・ラボラトリーの60％の株式を取得し、当社連結子会社となる

平成25年８月 株式会社天タコシステムを設立

平成25年８月
株式会社あさくまサクセッションを設立、もつ焼き店舗「エビス参」を展開し、当社連結子会社と
なる

平成25年10月 千葉県佐倉市に「佐倉物流センター」オープン

平成25年10月 株式会社西岬魚類の67％の株式を取得し、当社連結子会社となる

平成25年11月 鹿児島県鹿児島市に「鹿児島店」オープン

平成25年11月 大阪市西淀川区に「大阪淀川店」オープン

平成26年５月
キッチンテクノ株式会社（旧サンウェーブキッチンテクノ株式会社）の100％の株式を取得し、当

社連結子会社となる

平成26年７月
株式会社あさくまサクセッション（本社：名古屋市天白区）と株式会社西岬魚類（本社：名古屋市

天白区）が合併

平成26年10月 株式会社あさくまサクセッションがイタリアンレストラン「パルティーレ」5店舗を事業譲受

平成26年12月
株式会社あさくまサクセッションがカフェ「オランダ坂珈琲」4店舗、食堂「まいにちごはん」2店

舗を事業譲受

平成26年12月 静岡市駿河区に「静岡店」オープン

平成27年１月
株式会社あさくまサクセッションが株式会社きよっぱち総本店の80％の株式を取得し、当社連結子

会社となる

平成27年４月
株式会社あさくまサクセッションがインドネシア料理「スラバヤ」4店舗、「ワヤン・バリ」1店舗

を事業譲受
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年月 事業内容

平成27年５月 長崎県長崎市に「長崎店」オープン

平成27年６月 群馬県高崎市に「高崎センター」オープン

平成27年７月 神戸市中央区に「神戸三宮店」オープン

平成27年７月 岩手県滝沢市に「盛岡店」オープン

平成27年８月 長野県長野市に「長野店」オープン

平成27年10月 東京都台東区に「テンポスアキバ」オープン

平成27年11月 仙台市若林区に、総合再生センター「仙台買取センター」を設置

平成27年12月 栃木県塩谷郡に「宇都宮店」オープン

平成28年２月 株式会社テンポジンパーソナルエージェントの72％の株式を取得し、当社子会社となる

平成28年３月 佐賀県鳥栖市に「佐賀鳥栖センター」オープン

平成28年３月 福岡県粕屋郡に「福岡店」を移転

平成28年４月 佐賀県鳥栖市に、物流センター「鳥栖物流センター」を設置

平成28年７月 愛知県豊橋市に「豊橋店」オープン

平成28年７月 株式会社田村長の80％の株式を取得し、当社子会社となる

平成28年８月
株式会社テンポス店舗企画（本社：東京都新宿区）を株式テンポスフィナンシャルトラストに社名

変更

平成28年９月 横浜市西区に「横浜西口店」オープン

平成28年９月 広島市西区に、総合再生センター「広島買取センター」を設置

平成28年９月
株式会社テンポスフィナンシャルトラスト（本社：東京都新宿区）と株式会社テンポスＦ＆Ｍ（本

社：東京都大田区）が合併

平成28年９月 株式会社あさくまサクセッションより株式会社きよっぱち総本店の99.5％の株式を取得

平成28年11月 大阪市都島区に「大阪都島店」オープン

平成29年２月 株式会社テンポスドットコムが株式会社飲食業界.comの90％の株式を取得し、当社子会社となる

平成29年２月 東京都足立区に「足立厨房センター」オープン

平成29年４月 栃木県塩谷郡に、総合再生センター「宇都宮買取センター」を設置

平成29年６月 株式会社テンポス情報館が75％を出資し、株式会社ポスレジ比較館を設立

平成29年７月 株式会社田村長の全株式を売却し、当社非連結子会社より外れる

平成29年11月
持株会社体制へ移行し、商号を株式会社テンポスバスターズから株式会社テンポスホールディング
スに変更

平成29年11月 株式会社きよっぱち総本店が株式会社アルバ産業の株式100％を取得し、当社子会社となる

平成29年12月 株式会社ディースパークの94.3％の株式を取得し、当社連結子会社となる

平成30年１月 株式会社トータルテンポスの全株式を売却し、当社非連結子会社より外れる

平成30年４月 株式会社テンポスフィナンシャルトラストの15.7％の株式を取得し、当社完全子会社となる
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３ 【事業の内容】

 
　当社グループは、当社及び連結子会社13社（株式会社テンポスバスターズ、株式会社テンポスフィナンシャルトラス

ト、株式会社テンポスドットコム、株式会社テンポス情報館、株式会社スタジオテンポス、株式会社あさくま、株式会

社あさくまサクセッション、株式会社プロフィット・ラボラトリー、キッチンテクノ株式会社、株式会社きよっぱち総

本店、株式会社ディースパーク、株式会社ドリームダイニング、株式会社デリバリーソリューション）、非連結子会社

５社（株式会社テンポジンパーソナルエージェント、他４社）、持分法適用会社１社（株式会社オフィスバスター

ズ）、持分法を適用していない関連会社１社（株式会社天タコシステム）、その他グループ会社により構成されてお

り、店舗を構えての飲食店向け機器販売、フードビジネスプロデューサー改めドクターテンポスとして飲食店経営者の

方への情報とサービスの提供、飲食店の経営を主たる業務としております。

　各事業における当社グループの位置づけは以下の通りです。

 

（物販事業）

　物販事業においては、全国各地に店舗を構えて、飲食店を経営するお客様向けに新品及びリサイクル品の調理道具、

食器、イステーブル、厨房機器等の販売を行っております。また、中堅・大手飲食企業に対しては、営業社員による厨

房の設計・施工・管理等のサービスの提供を行っております。

 

（情報・サービス事業）

　情報・サービス事業においては、飲食店経営のための情報とサービスの提供として、居抜を中心とした不動産物件の

紹介及び仲介、内装工事の請負、リースクレジット等のファイナンス取扱、オーダーエントリーシステムの販売、販促

コンサルティング、M&A紹介等を行っております。

 

（飲食事業）

　飲食事業においては、飲食店の経営及びFC加盟店開発、お土産店のテナント運営、食品販売等を行っております。
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当社グループの事業系統図は下記の通りになります。

　

　

★非連結子会社

☆持分法適用関連会社
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４ 【関係会社の状況】
 

名称 住所
資本金

（百万円）
主要な事業内容

議決権の所有
[被所有]
割合（％）

関係内容

株式会社

テンポスバスターズ

（注）3

東京都大田区 100 物販事業 100.0
厨房機器の販売
役員の兼任3名あり

株式会社

テンポスフィナンシャ

ルトラスト（注）3

東京都台東区 100 情報・サービス事業 100.0
当社のリース・クレジットの仲介及び
取りまとめ、飲食店専門居抜物件仲介

役員の兼任1名あり

株式会社

テンポスドットコム

（注）3

横浜市戸塚区 90 情報・サービス事業 100.0
厨房機器の販売

役員の兼任1名あり

株式会社

テンポス情報館
東京都大田区 34 情報・サービス事業 95.6

飲食店向け販促支援

役員の兼任1名あり

株式会社

スタジオテンポス
大阪市中央区 39 情報・サービス事業 100.0

飲食店専門内装工事

役員の兼任1名あり

株式会社

あさくま (注)3.4
愛知県日進市 515 飲食事業 57.5

ステーキ・ハンバーグレストランの経営

役員の兼任1名あり

株式会社

あさくまサクセッショ

ン（注）3

名古屋市天白区 55 飲食事業
100.0

（100.0)
ビュッフェレストラン・居酒屋の経営

株式会社

プロフィット・ラボラト

リー

東京都中央区 10 情報・サービス事業 60.0
飲食店向け販促支援

役員の兼任1名あり

キッチンテクノ

株式会社（注）3
東京都新宿区 99 物販事業 100.0

厨房機器の販売

役員の兼任1名あり

株式会社

き よ っ ぱ ち 総 本 店

（注）3

千葉県南房総市 100 飲食事業 99.5
農畜産食料品の販売

役員の兼任2名あり

株式会社

ディースパーク
大阪市中央区 50 情報・サービス事業 94.3

人材派遣及び人材紹介
役員の兼任2名あり

株式会社

ドリームダイニング
大阪市中央区 10 飲食事業

100.0

（100.0)

海鮮丼専門店の運営
役員の兼任2名あり

株式会社

デリバリーソリュー

ション

大阪市中央区 3 情報・サービス事業
100.0

（100.0)

ネットスーパー支援事業
役員の兼任1名あり

(持分法適用関連会社）

株式会社

オフィスバスターズ

東京都千代田区 107 中古事務機器の展示販売 27.8 中古事務機器の展示販売

 

（注）1.「主要な事業の内容」欄には、セグメント情報に記載された名称を記載しております。

　　　2.議決権比率の（内数）は、間接所有であります。

3.特定子会社に該当しております。

4.株式会社あさくまについては売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が

10％を超えております。

株式会社あさくまの主要な損益情報等

　　　　①売上高　　　 　　　　 7,969百万円

　　　　②経常利益　　　 　   　861百万円

　　　　③当期純利益　　       　405百万円

　　　　④純資産額　　    　　 2,708百万円

　　　　⑤総資産額　　　  　　 3,870百万円
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成30年４月30日現在

セグメントの名称 従業員数（人）

物販事業 378 （311）

情報・サービス事業 105 （62）

飲食事業 124 （849）

合計 607（1,222）
 

(注) １．従業員数は就業人員（常用パートを含んでおります。）であり、臨時雇用者数（パートタイマーを含み常用

パートは除いております。）は、年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

(2) 提出会社の状況

平成30年４月30日現在

従業員数（人） 平均年令 平均勤続年数 平均年間給与（円）

34(14)       44才 1ヶ月   11年  0ヶ月 4,510,000
 

　

セグメントの名称 従業員数（人）

全社（共通） 34 (14）

合計 34 (14）
 

(注) １．平均年間給与は、基準外賃金と賞与を含んでおります。

２．従業員数は就業人員（常用パートを含んでおります。）であり、臨時雇用者数（パートタイマーを含み常用

パートは除いております。）は、年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

３．前連結会計年度末に比べ従業員数が295名減少しておりますが、主として平成29年11月1日付で持株会社体制

に移行したことに伴う移籍によるものであります。

 

(3) 労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

当社グループでは、今後の事業展開に向けて、対処すべき課題として、下記の6点を重要課題として取り組ん

でおります。

　

① フードビジネスプロデューサー改めドクターテンポスの育成

　当社では、飲食店経営者に必要な情報とサービスの提供を行うことを同業他社との差別化戦略として取り組ん

でおります。そのためには、当社取扱い商品である厨房機器、食器、調理道具、椅子テーブルといった基本的な

ものから、不動産物件、内装工事、飲食店経営指標、運営ノウハウ等の知識を付け、それらを必要に応じてお客

様へ提案・提供できる人材を育成することが重要となってまいります。当社の目指すドクターテンポスとは、新

規開業後の５年後生存率が45％となっている飲食業界において、お客様の店における利益追求と顧客満足の両面

から経営サポートを行うことであり、特にお客様向けの販促支援、人材教育、人件費や食材原価の改善提案を行

うにあたり専門知識とセールストークが必要となります。当社では、それらのための社内研修を本部主導で毎日

行っており、さらに自主的な勉強会を各エリアごとに行っております。

　

② リサイクル品の収集確保と再生の効率化

　当社グループの主たる事業である物販事業においては、リサイクル品の物量と品質が最大の課題であると認識

しております。そのために当社では、リサイクル品の買取りとその再生を行う買取センターを取りまとめる部門

として、再生事業部を設置しております。再生事業部では売れ筋商品の買取強化と、今後の新規出店に伴うリサ

イクル品の確保が事業拡大の生命線であると認識し、今まで行っていた各店舗での買取受付に加え、インター

ネットでの受付、買取を専門に行う営業マンの配置といった新規買取ルートの開拓を行うとともに、全国の買取

センターの統制と、より迅速な再生のための生産性の効率の追求を行っております。

　

③ 物販事業における既存店の営業力強化

　当連結会計年度の物販事業における新規出店はありませんでした。情報とサービスを発信する基地としての店

舗展開は当社として進めていかなければならない課題と捉えておりますが、過去に出店スピードを速めた為、既

存店の人員不足が営業力の低下につながり、既存店においては売上総利益が前年を下回る結果となりました。そ

こで今期におきましても、エリアマネージャーが中心となり営業力強化や商品部主導による商品レイアウトの変

更等、既存店舗のてこ入れを図ることにより、来店客数の増加や販売の効率化を進めてまいります。

　

④ 強い管理職の育成

　全国をエリア別に統括するエリアマネージャー制度や新規の出店、外販営業部隊の全国展開など、大規模なグ

ループ事業を展開するにあたり、スタッフを束ねる人材の登用機会が今まで以上に増えてきており、そのような

人材に対する教育はこれまで以上に重要な課題になると認識しております。このような状況の中で、当社では子

会社の取締役を対象とした『役員研修』を毎月行い、将来のグループを担う人材育成に努めております。

　

⑤パート社員の早期戦力化

　既存の販売社員がドクターテンポス化するにあたり、店頭で販売するパート社員は今までの販売社員と同じ動

きをしなければなりません。また、新たに入社した人材を早期に育成することと、パート社員が店長業務をこな

す仕組みづくりをすることは当社の重要な課題であると認識しております。当社では毎月地域ごとにテンポス大

学と称する社内セミナーを行っており、そこでは社員が講師となり、正社員、パート社員問わず参加をし、ト

レーニングと実践を繰り返し行っております。関東地区、中部地区、関西地区、西日本地区のブロックに分か

れ、営業から管理まで幅広く知識を蓄積できる体制を整えております。

　

⑥ 内部管理体制の強化

　当社は常にベンチャー企業の精神のもとに営業活動にまい進しております。しかしながら、急速な事業環境の

変化に適応しつつ、持続的な成長を維持していくためには、内部管理体制の強化も重要であると考えておりま

す。内部統制の実効性を高めコーポレート・ガバナンスを充実していくことにより、リスク管理の徹底とともに

業務の効率化を図っていく所存です。
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２ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす

可能性のある事項には、以下のようなものがあります。当社はこれらのリスク発生の可能性を認識したうえで、当

該リスクの発生にともなう影響を極力回避するための努力を継続してまいります。なお、文中の将来に関する事項

は、有価証券報告書提出日現在において当社が判断したものでありますが、以下の記載は当社の事業等及び当社株

式への投資に係るリスク全てを網羅するものではありません。

①中古品買取について

当社子会社の株式会社テンポスバスターズは厨房機器をはじめとする厨房用品の中古品の買取・販売を主な事

業としており、各買取センターへの情報提供に基づき見積もりから買取までを一貫して行える体制を整えている

だけではなく、各店舗においても顧客の持込みによる買取に加えて、店舗従業員が直接顧客のもとに出向き買取

見積・買取を行う事により安定的に中古品を確保する体制を形成しております。

　しかしながら、今後の飲食店市場の景気の動向、強力な競合他社の出現動向、顧客の信頼・支持等の変化によ

って、仕入に影響を及ぼす可能性があります。また、必ずしも将来に渡って中古品を質・量ともに安定的に確保

できるとは限らない為、中古品の仕入状況によっては、商品不足による販売機会の損失が生じ、当社グループの

業績に影響を与える可能性があります。

　また、中古品は新品と異なり、仕入量の調整が難しいという性質を有しております。当社グループが過剰に大

量の中古品を仕入れた場合、在庫の増加やロス率の上昇等が生じ、当社グループの経営成績および財務状況に影

響を与える可能性があります。

　

②商品の欠陥について

中古品の販売をする際に一定の期間の無償修理保証をつけておりますが、修理を相当とする商品の欠陥が続出

し、修理費用が多額に発生した場合、当社グループの経営成績に影響を与える可能性があります。

　

③古物営業法に関する規制について

当社子会社の株式会社テンポスバスターズは厨房機器をはじめとする厨房用品の中古品の買取・販売を主な事

業としており、当事業を営む為には古物営業法により店舗の所在地を管轄する都道府県公安委員会より古物営業

の許可を取得する必要があります。当社は古物営業法を順守し、古物台帳管理を徹底し適法に対処する社内体制

を整えておりますので、事業継続に支障をきたす要因の発生懸念はありません。

　しかしながら、古物営業法に抵触する様な不正事件が発生し、古物商の許可の取消等の処分がなされた場合

は、当社の事業活動に重要な影響を及ぼす可能性があります。

　同法および関連法令による規制の趣旨は次の通りです。

・古物の売買または交換を行う営業を営む場合には、所在地を管轄する都道府県公安委員会の許可を受けなけれ

ばならない（同法3条）。

・古物の売買に際して、取引年月日、取引品目および数量、古物の特徴、相手方の住所・職業・年齢等を帳簿等

に記録する事が義務づけられる（同法16条）。

・警視総監、道府県警察本部長または警察署長が盗品の発見の為に被害品を通知する「品触れ」を発見した場合

に、その古物を所持していた場合には、その旨を警察に届け出る義務がある（同法19条）。

また、その他、古物営業法では行政処分について、「許可の取り消し」、「営業の停止」、「指示」の３種類

の処分が定められています。当社におきまして、取消事由、営業の停止事由等の懸念事由はありませんが、今

後、取消事由、営業の停止事由等に関し、予想をはるかに超える古物営業法の大幅な改正があった場合、当社の

事業継続に重大な支障をきたす場合があります。

　

④コンプライアンス体制について

当社グループは、法令の順守と社会規範の尊重とを目的として、管理部を中心として内部監査体制の整備をす

すめ、グループ全体の意識向上を通じたコンプライアンスの徹底を行っております。しかしながら、将来、管理

体制上の問題が発生する可能性が皆無ではなく、その場合、社会的信頼の低下に伴う売上高の減少により、当社

グループの経営成績が影響を受ける可能性があります。

　

⑤差し入れ保証金について当社グループにおける直営店出店は賃借による方法を基本としており、店舗用物件の

契約時に敷金保証金を差し入れております。当該敷金保証金は、期間満了等による契約解消を原因として契約によ

り原状回復の費用を除き返還されることとなっておりますが、賃貸人の経済的破綻等の原因により、その一部、ま

たは全額が回収できなくなる可能性があります。また、契約満了日より前に中途解約をした場合、契約内容に従い

契約違約金の支払いが必要となる事もあります。

　

⑥地震等、自然災害に関して
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大規模な自然災害等により店舗、商品が被害を受けた場合、当社グループの経営成績および財務状況が影響を

受ける可能性があります。

　

⑦関係会社に関して

当社はグループとして横断的に利益を生み出す体制を整えておりますが、経済環境の変化や、予測できない費

用の発生等の影響により、当社が計画した通りの事業展開がなされず、期待した通りの成果を得られる保証はあ

りません。その結果、当社グループの経営成績および財務状況に影響を与える可能性があります。

　また、連結財務諸表において各関係会社の業績は反映されておりますが、関係会社各社の業績によっては、個

別財務諸表において関係会社に対する債権の貸し倒れおよび関係会社株式の評価損が認識される可能性がありま

す。

　

⑧事実と異なる風説が流布する事に関して

インターネット等を通じて当社グループに対する事実と異なる悪評・誹謗・中傷等の風説が流布された場合、

当社グループへの信頼および企業イメージが低下し、当社グループの経営成績および財務状況に影響を与える可

能性があります。

　

⑨食品の安全性に関して

当社子会社のあさくまグループにおきましては、関係法令の規制に基づき、食品衛生に関わる設備の充実、取

引先を含めた一貫した商品管理の徹底、チェック体制の確立など、お客様に安全な商品の提供に努めております

が、当社グループの取り組みを超えた問題が発生した場合には、それによる当社グループの商品に対する信頼の

低下、対応コストの発生等により、当社グループの業績および財務状況に影響を及ぼす可能性があります。ま

た、ドレッシング、コーンスープを含むギフト商品等の取扱商品について重大な事故等が発生した場合、商品回

収や製造物責任賠償が生じることもあり、当社グループの業績および財務状況に影響を及ぼす可能性がありま

す。

 
⑩Ｍ＆Ａ（企業買収等）による事業拡大に関して

当社は、事業拡大を加速する手段の一つとして、Ｍ＆Ａを有効に活用していく方針です。Ｍ＆Ａにあたって

は、対象企業の財務内容や契約関係等についての詳細な事前調査を行い、十分にリスクを検討した上で決定して

おりますが、買収後に偶発債務の発生や未認識債務の判明等、事前調査で把握できなかった問題が生じた場合や

事業の展開等が計画どおりに進まない場合、当社グループの事業活動、財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可

能性があります。

 
⑪個人情報の保護について

当社グループ各社において、お客様、従業員ならびに株主の皆様に関する個人情報につきましては、適正に管

理し、個人情報の漏洩防止に努めておりますが、万一、個人情報が漏洩した場合、社会的信用の失墜、損害賠償

の支払い等により、業績に影響を与える可能性があります。
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３ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　当連結会計年度における当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）の財政状態、経営成績及びキャッ

シュ・フロー（以下、「経営成績等」という。）の状況の概要並びに経営者の視点による当社グループの経営成績の

状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりであります。

　なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。

 
(1) 経営成績等の状況の概況

当連結会計年度における当社グループの中心顧客である外食産業におきましては、食材価格の高騰や物流コス

トの上昇による原材料費の増加、人手不足や雇用環境の改善に伴う人件費の増加、依然として続く消費者の節約

志向等の影響もあり、経営環境としては厳しい状況が続いております。

このような状況のもと、当社グループはドクターテンポスとしての活動をスタートいたしました。

当社グループはこれまでフードビジネスプロデューサーとなるべく活動をしてまいりましたが、どの活動も中

途半端であり、物販事業の域を出ておりませんでした。物販事業としても、中古厨房の販売業として店舗を増や

していくだけでは、飲食業界の要求に応えられなくなってきており、今期は株式会社テンポスバスターズの直営

50店舗のうち、9店舗が営業赤字となっております。株式会社テンポスバスターズは物販事業として、仕入精度、

陳列方法等に相当程度のレベルアップが必要であると捉えております。

また、M&A戦略にを積極的取り組んできた結果ですが、飲食事業の株式会社あさくまサクセッションは、売上・

営業利益ともに前期まで右肩下がりだったものが、今期はようやく上向いてまいりました。厨房設計施工のキッ

チンテクノ株式会社は、売上は減少傾向ですが、営業利益は今期も順調に増加しております。内装工事の株式会

社ハマケンは、平成23年7月におよそ2億円の損失で解散しましたが、その中の一事業部であったWEB通販のINBIS

は、当時の年商が4,000万円程度であったものが、今では株式会社テンポスドットコムとして、当期売上17億82百

万円となり、営業利益も1億25百万円と着実に成長しております。なお、ステーキのあさくま、カジュアルステー

キレストランやっぱりあさくま、ビュッフェレストランファーマーズガーデン、モツ焼きヱビス参等の飲食店も

当社グループで経営をしております。

　上記のように、M&Aをした企業が当社グループの業績へ寄与をするのは、短期で成果が出るもの、時間がかかる

もの等がありますが、投資した企業数に対する成果のでた比率は、およそ75.0％となっており、そこそこの成績

となっております。今後はさらに企業再生力を高めて、M&A戦略を推進してまいります。

当連結会計年度の経営成績は、売上高が290億83百万円（前年同期比5.8％増）、営業利益が20億7百万円（同

6.8％減）、経常利益が21億26百万円（同4.7％減）、親会社株主に帰属する当期純利益が6億17百万円（同40.5％

減）となりました。

　　　　セグメント別にみた営業概況は次のとおりであります。

　
　①物販事業

飲食店向け機器販売店舗を運営する株式会社テンポスバスターズにつきましては、在庫定番品の選定と導入、

商品部による大型店舗の改装に注力いたしました。

　在庫定番品の選定と導入としましては、店舗で在庫をする定番商品を商品部が選定した上で、その導入率を検

証し、導入率の上がらない店舗への指導を行いました。開始当初では店舗で65.0％であった導入率を、80.0％ま

で引き上げることができました。これにより店舗でのチャンスロスを軽減することができ、売上へ寄与しており

ます。

　商品部による大型店舗の改装としましては、商品部が店舗に入り込んで、京都店・立川店・福岡店・札幌3店

舗・大宮店の改装を実行いたしました。特に食器調理道具部門の売場を中心に改装を実施し、改装して売場が整

理整頓されただけでなく、政策的な販売が可能な構造となっております。さらに、これまでは商品部から現場の

部門長に引き渡しをした後の引継が不十分であったために、その売場が長続きしないといったことがありました

が、今回からは部門長への指導も行い、引き渡しして、2～3か月を経過したあとに改装を担当した商品部が直接

再臨店することによって、売場の陳腐化を防止する動きを始めました。

　なお、株式会社テンポスバスターズおよび当社では、新入社員等の人件費増をこなしきれず、経費増加の要因

となっております。

大手飲食企業向け厨房設計施工を行うキッチンテクノ株式会社につきましては、大手スーパーチェーンおよび

大手外食チェーンへの販売が好調に推移いたしました。前期と比較して大型物件の受注件数が減少したことや、

同社の主要なお客様である外食チェーンの新規出店抑制等の影響により、売上高は前年同期比7.1％減となりまし

た。しかしながら、大手スーパーチェーンの各種プロジェクト（一斉リニューアルオープン、機器の更新工事、

ベーカリーの充実、特殊機器の導入による生産コストの改善提案、衛生管理機器の導入等）に積極的に参加した

ことで、しっかりとした利益を確保でき、営業利益は前年同期比15.0％増となりました。また、同社の新たな試

みとして、大手広域スーパーの新規オープン時に、厨房機器を中古で納入するという提案を新たに行ったとこ

ろ、新規の受注につながり、新規開拓をすることに成功しております。
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これらにより物販事業の当連結会計年度の売上高は144億85百万円（前年同期比2.3％増）、営業利益は10億89

百万円（同4.3％増）となっております。

　　　
　　　②情報・サービス事業

情報・サービス事業の中で、WEB通販と飲食店向け情報ポータルサービスを運営する株式会社テンポスドットコ

ムにつきましては、他社による追従が困難になるまでを想定し戦略的にスケールメリットを活かし行動した結

果、売上高が前年同期比15.1％増、営業利益が同9.8％増となりました。部門別としては、主力である通販事業で

は売上高が同16.0％増、営業利益が同11.0％増となりました。インターネット上での競合対策として価格施策を

行っており、粗利の伸びは8.0％となりましたが、今後も引き続き行ってまいります。

　当期は商品の販売ページだけでなく飲食店を作るのに必要な情報コンテンツ作成に注力いたしました。開業支

援のページは、物件選び・資金調達・内外装工事・メニュー開発・採用・仕入先開拓・機器什器・行政手続き・

販促・教育・集客・オープン後までに必要な情報を収集、相談窓口を設置するなどのリニューアルをいたしまし

た。それにより昨年訪問数1万5,000人から今期は約2万人と前年同期比33.3％増となりました。

　また、厨房機器の承認図をダウンロードできるページを作成、こちらは年間で約9,000人に利用されており、厨

房機器選びに迷ったときに同等機種をメーカーをまたいで比較して検討できる『比較ページ』へは500種類以上の

商品を掲載いたしました。こちらは年間で約1万2,000人の方にご利用いただいております。その結果、サイト訪

問者数は全体で7.4％増となりました。

　また、様々な事情で閉店する際のお悩みに答えるコンテンツ『得する閉店』を作成し、こちらは年間約5,000人

が訪問となりました。そのまま買取依頼へとつながることから、買取依頼数が期首では約300件/月前後だったも

のが期末では400件/月まで伸び、問い合わせ数は133.3％となりました。中古の掲載数については、前年同期比

6.7％増、売上高が同10.6％増となりました。

リース・クレジットの取り扱い等による飲食店向け金融サービスおよび不動産仲介を行っている株式会社テン

ポスフィナンシャルトラストにつきましては、株式会社テンポスバスターズの店舗経験のある従業員を転籍させ

る等の人事施策をとった結果、店舗営業の要望に沿った支援および提案が可能となり、株式会社テンポスバス

ターズの店舗での利用を大幅に伸ばすことができました。さらにクレジットカード決済端末の設置先増加と、そ

の支払を担保代わりとした自社割賦の取り扱いを強化した結果、株式会社テンポスフィナンシャルトラストの

ファイナンス部門の売上高は前年同期比50.0％増となりました。また、同社の不動産部門におきましては、独自

情報による飲食店舗物件の仲介および積極的なサブリースへの取り組みによる収益の増加があり、売上高は前年

同期比30.0％増となっております。

飲食店向け内装工事請負を行っている株式会社スタジオテンポスにつきましては、入社3～4年目の従業員がこ

れまで積んできた経験をキチンと活かし、それぞれの現場で習得した技術をいかんなく発揮した結果、事業の中

核を担うまでになり、中堅飲食チェーンの受注が増加いたしました。さらにその受注を東京、大阪、札幌の各営

業所と連携してこなすことにより、継続して受注ができる結果となっております。また、同社は競合の激しい大

規模物件の受注を回避することにより、一定の粗利率を維持することが出来ており、当期の粗利率は1.8％の改善

を行うことができました。

飲食店向けPOS機器販売およびASP販売を行っている株式会社テンポス情報館につきましては、自社の汎用POSシ

ステム『tenposAir』の品質向上とヘルプデスクをはじめとするアフターサービスの充実を図りました。また、中

規模以上の飲食企業において急速に需要が伸びている汎用機を使ったテーブルオーダーシステム『Airmenu』を新

たに商品群に加え、POSシステムの販売強化を実施いたしました。その結果、主力商品である『tenposAir』の販

売数は前年同期比10.0％増、『Airmenu』の販売数は同500.0％増と大きく伸ばすことができました。しかしなが

ら、その反面、その他のPOSシステムの販売数は減少し、POSシステム全体の販売数は前年同期比11.0％減となり

ました。アフターサービスの充実としましては、人員の増加を行い、より顧客満足を高めるために活動を行いま

した。その結果、ヘルプデスクサービスにおける応答率を前期の87.0％から当期93.0％へ高めることに成功して

おります。

飲食店向けFAXDMおよびマーケティングを行っている株式会社プロフィット・ラボラトリーにつきましては、主

力商品であるFAXDMサービス『満席FAX』の大手飲食企業向けの販売を引き続き行い、実績は好調に推移いたしま

した。特に既存のお客様の新業態での集客には、同社の持つ豊富な実績データを活用した提案が好評であり、取

引拡大につなげることができました。その結果、当期の大手飲食企業との取引金額は前年同期比29.0％増となり

ました。『満席FAX』の年間利用店舗数は全国で14,233店舗（前年同期比48.0％増）となり、堅調な実績となって

おります。しかしながら、新たな飲食店向け集客支援サービスとして前期より実施していた『救急幹事』および

『社飲み.com』といった新サービスにおいては、サービス品質の向上と新規顧客開拓に取り組みましたが、期待

する成果を得ることができず、両サービスともにサービスを廃止いたしました。また、同社では3年前より全国大

手飲食企業TOP100の開拓を目標に掲げ、新規開拓を実施しております。当期は『満席FAX』において、その成果が

実を結び始め、取引数、売上高ともに増加しており、今後も地に足のついた営業活動を続け、取引の継続と拡大

を実施してまいります。
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当連結会計年度に子会社化した株式会社ディースパークにつきましては、接客特化型の人材派遣業行っており

ます。当社グループの主要なお客様である新規開業または小規模飲食店におきましては、人材に不足感のあるま

ま運営されているケースが多く、同社はその支援を行ってまいります。同社の主要事業である人材派遣は、登録

スタッフの獲得に大変苦戦をしたことと、営業社員の退職等の影響もあり、売上高は前年同期比13.7％減と大幅

な減収となりました。

これらにより情報・サービス事業の当連結会計年度の売上高は46億49百万円（前年同期比19.7％増）、営業利

益は3億61百万円（同15.9％増）となっております。

　　
　　　③飲食事業

　飲食事業の中で、ステーキレストランを運営する株式会社あさくまにつきましては、「記憶に残る感動コト体

験の提案」「新規出店と既存店の改装」に注力いたしました。

　「記憶に残る感動コト体験の提案」としましては、お客様が自ら肉を焼いて召し上がっていただく「セルフス

テーキ」の導入やサラダバーおよびデザートバーの充実を図り、ファミリー層のお客様を中心に再来店の動機付

けに努めてまいりました。特にデザートバーは、小さなお子様がデザート作りを一人で体験することができるよ

うな工夫や、デザートの種類をこれまで以上に豊富にご用意するようにいたしました。これは、あさくまが、た

だ美味しい料理を提供するためだけの場所ではなく、楽しい思い出も一緒に持って帰ってもらうための場所であ

りたいと考えるからであります。また、一部の店舗で試験導入を行った「自家製パン」につきましても好評をい

ただいており、今後は「セルフステーキ」「体験型デザート」「自家製パン」を新規出店時の柱として進めてま

いります。

　「新規出店と既存店の改装」としましては、ステーキのあさくまとして、平成29年6月に津島店（愛知県）、同

7月に八王子店（東京都）、同8月に岐阜長良店（岐阜県）、11月に浜松本郷店（静岡県）および越谷店（埼玉

県）、12月に浜松インター店（静岡県）を新規出店いたしました。また、新業態のカジュアルファストダイニン

グとして、平成30年1月にやっぱりあさくま九段下店（東京都）を出店いたしました。既存店の改装としては、ス

テーキのあさくまで平成29年12月に鶴見店（神奈川県）、学園都市店（茨城県）、千音寺店（愛知県）を実施し

ております。改装オープン後の業績は堅調に推移しておりますが、改装期間中は営業を実施しておりませんでし

たので、改装につきましては経費先行の施策となっております。

　多業態のレストランを運営する株式会社あさくまサクセッションにつきましては、不採算店の整理と、235作戦

（唐揚げ「2」倍、シャリ玉「3」割増量、すしネタ「5」割増量）等の抜本的な経営体質の改善に取り組んだ結

果、売上前年比が100.0％を超え、前期経常損失31百万円が当期経常利益17百万円と、黒字転換することに成功し

ております。今後は「モツ焼きヱビス参」を中心に出店攻勢をかけ、さらなる利益貢献に取り組んでまいりま

す。

　当連結会計年度に子会社化した株式会社ドリームダイニングにつきましては、「海鮮王」と「大阪・堂島とろ

家」として海鮮丼の店舗を運営しております。子会社化後に同業態の改善施策として、価格は据え置きのまま海

鮮ネタの大きさを50%アップし商品としての価値を上げる、米を無洗米から有洗米へ変更し粒感をしっかり出す等

を実施しております。これらの施策は同店のお客様に徐々に浸透してきており、順調に業績改善につながってお

ります。

　これらにより飲食事業の当連結会計年度の売上高は99億48百万円（前年同期比5.5％増）、営業利益は7億64百

万円（同10.5％減）となっております。

 

(2)経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

　①財政状態の分析

(流動資産)

　当連結会計年度末における流動資産の残高は109億45百万円となり、前連結会計年度末に比べて15億円増加いた

しました。主因は現金及び預金が12億74百万円、受取手形及び売掛金が1億97百万円増加したことによることと、

たな卸資産が1億16百万円減少したことによるものです。

(固定資産)

　当連結会計年度末における固定資産の残高は32億7百万円となり、前連結会計年度末に比べて85百万円増加いた

しました。主因は無形固定資産が1億71百万円、投資その他の資産が29百万円増加したことと、有形固定資産が1

億15百万円減少したことによるものです。

(流動負債)

　当連結会計年度末における流動負債の残高は43億65百万円となり、前連結会計年度末に比べて6億55百万円減少

いたしました。この主因は未払法人税等が1億30百万円、株主優待引当金が80百万円、その他で3億75百万円増加

したことによるものです。

(固定負債)

　当連結会計年度末における固定負債の残高は2億円となり、前連結会計年度末に比べて50百万円増加いたしまし

た。主因は長期未払金が33百万円、資産除去債務が38百万円増加したことによるものです。
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(純資産)

　当連結会計年度末の純資産合計は、前連結会計年度末に比べて8億80百万円増加し、95億85百万円となりまし

た。これは、利益剰余金が5億21百万円、資本剰余金が1億47百万円増加したことによるものです。

 
② 経営成績の分析

(売上高)

当連結会計年度における売上高は290億83百万円となり、前連結会計年度に比べて16億14百万円の増加となりま

した。これは主に情報・サービス事業で前連結会計年度に比べて7億65百万円の増加、飲食事業で5億22百万円の

増加があったことによるものです。

(売上総利益)

当連結会計年度における売上総利益は121億90百万円となり、前連結会計年度に比べて5億20百万円の増加とな

りました。これは主に売上高の増加があったことによるものです。

(販売費及び一般管理費)

当連結会計年度における販売費及び一般管理費は101億83百万円となり、前連結会計年度に比べて6億68百万円

の増加となりました。これは主に物販事業及び飲食事業での経費の増加があったことによるものです。

(営業利益)

当連結会計年度における営業利益は20億7百万円となり、前連結会計年度に比べて1億47百万円の減少となりま

した。これは主に販売費及び一般管理費の増加があったことによるものです。

(営業外損益)

当連結会計年度における営業外損益は1億18百万円となり、前連結会計年度に比べて42百万円の増加となりまし

た。これは主に持分法による投資利益が31百万円増加したことによるものです。

(経常利益)

上記の結果、当連結会計年度における経常利益は21億26百万円となり、前連結会計年度に比べて1億5百万円の

減少となりました。

(特別損益)

当連結会計年度における特別損益は△4億2百万円で、前連結会計年度に比べて1億94百万円の減少となりまし

た。これは、減損損失が2億45百万円増加したことによるものです。

(税金等調整前当期純利益）

上記の結果、当連結会計年度における税金等調整前当期純利益は17億24百万円となり、前連結会計年度に比べ

て3億円の減少となりました。

(親会社株主に帰属する当期純利益）

当連結会計年度の親会社株主に帰属する当期純利益は6億17百万円となり、前連結会計年度に比べて4億21百万

円の減少となりました。

 
　③キャッシュフローの状況の分析

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べて12億74百万円増加し、63億44百万

円となりました。各活動別のキャッシュ・フローの状況とその要因は次のとおりであります。

 

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

　当連結会計年度において営業活動で獲得した資金は、20億47百万円となり、前年同期比で7億96百万円の増加と

なりました。これは主に、減損損失で2億45百万円、たな卸資産の増減額で5億42百万円の増加があったことによる

ものです。

　

　(投資活動によるキャッシュ・フロー)

　当連結会計年度において投資活動により使用した資金は、△7億33百万円となり、前年同期比で4億72百万円の増

加となりました。これは主に長期貸付による支出で5億94百万円、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ

る収入が2億31百万円あったことによるものです。

 

　(財務活動によるキャッシュ・フロー)

　当連結会計年度において財務活動により使用した資金は、△39百万円となり、前年同期比で27百万円の減少とな

りました。これは主に、長期借入金の返済で26百万円の増加があったことによるものです。

 
　④資本の財源及び資金の流動性

当社グループは、現在、運転資金及び店舗開発等の資金需要に対しましては、自己資金を充当することを基本と

しております。当連結会計年度末も前連結会計年度末に引き続き、金融機関等からの借入金はなく、事業活動の維

持に必要な手元資金を保有しており、十分な流動性を確保していると考えております。
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(3)生産、受注及び販売の状況

　① 商品仕入実績

当連結会計年度の商品の仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

(自　平成29年５月１日
至　平成30年４月30日)

前期比（％） 構成比（％）

 百万円   

物販事業 7,003 92.9 51.0

情報・サービス事業 3,047 115.1 22.2

飲食事業 3,695 103.9 26.8

合　　　　計 13,746 100.0 100.0
 

(注)　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　

　②生産状況

当連結会計年度の製品の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

(自　平成29年５月１日
至　平成30年４月30日)

前期比（％） 構成比（％）

 百万円   

物販事業 1,707 112.9 100.0

情報・サービス事業 ― ― ―

飲食事業 ― ― ―

合　　　　計 1,707 112.9 100.0
 

(注) １．金額は製造原価によっております。

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　

　③販売状況

当連結会計年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

(自　平成29年５月１日
至　平成30年４月30日)

前期比（％） 構成比（％）

 百万円   

物販事業 14,485 102.3 49.8

情報・サービス事業 4,649 119.7 16.0

飲食事業 9,948 105.5 34.2

合　　　　計 29,083 105.8 100.0
 

(注) １．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２．総販売実績に対する割合が100分の10以上に該当する販売先はありません。

３．飲食店向け機器販売事業（支援サービス、ＦＣ向け製商品供給及び役務収益を除く）における中古品と新品

及び新古品の構成割合を示すと、次のとおりであります。

中古品　 24.6％　　新品　75.4　％
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４ 【経営上の重要な契約等】

　 (1)当社のフランチャイズ契約

相手方の名称 国名 契約品目 契約内容 契約期間

株式会社
テンポスバスターズ北陸
（テンポス福井店）

日本
厨房機器・イス・テーブ
ル・食器・調理道具など
の店舗用品全般

厨房用設備・調理用小
物・店舗用備品の卸及
び販売・運営指導

平成26年６月１日から
平成31年５月31日まで

株式会社
テンポスバスターズ北陸
（テンポス金沢店）

日本
厨房機器・イス・テーブ
ル・食器・調理道具など
の店舗用品全般

厨房用設備・調理用小
物・店舗用備品の卸及
び販売・運営指導

平成29年11月１日から
平成32年10月31日まで

株式会社
テンポスバスターズ北陸
（テンポス富山店）

日本
厨房機器・イス・テーブ
ル・食器・調理道具など
の店舗用品全般

厨房用設備・調理用小
物・店舗用備品の卸及
び販売・運営指導

平成27年２月15日から
平成32年２月14日まで

株式会社ＣＮＴ
（テンポス高松店・倉敷
店・徳山店）

日本
厨房機器・イス・テーブ
ル・食器・調理道具など
の店舗用品全般

厨房用設備・調理用小
物・店舗用備品の卸及
び販売・運営指導

平成28年４月１日から
平成33年３月31日まで

有限会社アールイー
（テンポス和歌山店）

日本
厨房機器・イス・テーブ
ル・食器・調理道具など
の店舗用品全般

厨房用設備・調理用小
物・店舗用備品の卸及
び販売・運営指導

平成28年１月11日から
平成33年１月10日まで

株式会社かんだ
（テンポス函館店）

日本
厨房機器・イス・テーブ
ル・食器・調理道具など
の店舗用品全般

厨房用設備・調理用小
物・店舗用備品の卸及
び販売・運営指導

平成30年３月22日から
平成35年３月21日まで

 

(注) １．上記については、加盟金並びにロイヤリティとして売上高または粗利高の一定率を受け取っております。

２．契約期間については、いずれかによる意思表示がない場合、金沢店については３年毎、高松店、倉敷店、徳

山店、福井店、富山店、和歌山店、函館店については５年毎に自動更新されます。

　

（２）吸収分割契約

当社は、平成29年６月９日開催の取締役会決議に基づき、平成29年11月１日付で当社を分割会社として、平成29

年６月１日に分割準備会社として設立した株式会社テンポスバスターズ（平成29年11月１日付で「株式会社テンポ

スバスターズ分割準備会社から商号変更）を承継会社とする吸収分割に関する契約を締結いたしました。

会社分割の概要は次のとおりであります。

 
①会社分割の目的

当社は、飲食店開業に必要な厨房機器や備品等の提案はもちろん、不動産、内装、経営支援など、飲食店経営

の全てをサポートし、飲食店開業から運営のことならどんなことでも答えられるプロフェッショナル集団、

“フードビジネスプロデューサー”改め“ドクターテンポス”を目指して全国展開をして参りましたが、当社グ

ループの事業の多角化が進展する中、当社グループのさらなる成長のため、以下の目的をもって、持株会社体制

へ移行し、グループ戦略機能を担う持株会社と各事業会社を分離する方針を決定いたしました

 
ⅰ経営環境の変化に応じて経営資源を迅速かつ最適な形で配分できるようにすること

ⅱ共通業務の集約等による業務の効率化

ⅲ各事業子会社の意思決定の迅速化による戦略的かつ機動的な事業運営の推

ⅳ監督と執行の分離を徹底させることによるガバナンス体制の一層の充実等

　

②会社分割の方法

当社を分割会社とし、株式会社テンポスバスターズを承継会社とする吸収分割

　

③分割期日

平成29年11月１日

④本件分割にかかる割当ての内容

本件分割に際し、承継会社は株式の割当て、その他の対価の交付は行いません。
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⑤分割する部門の経営成績（平成29年４月期）

 
平成29年４月期
（百万円）

売上高 11,996

売上総利益 4,497

営業利益 826
 

 
⑥分割する資産、負債の項目及び金額（平成29年４月30日現在）

資産 金額（百万円） 負債 金額（百万円）

流動資産 3,270 流動負債 1,474

固定資産 369 固定負債 -

合計 3,640 合計 1,474
 

 
⑦株式会社テンポスバスターズの概要

　代表者　　代表取締役社長　森下　篤史

　住所　　　東京都大田区東蒲田２-30-17

　資本金　　100百万円

　事業内容　厨房機器販売

　業績　　　平成30年４月期

売上高 5,992 百万円 資産合計 4,678 百万円

経常利益 437  負債合計 1,451  

当期純利益 262  純資産合計 3,227  
 

　

（３）株式交換

当社は平成30年４月25日の臨時取締役決議に基づき、株式会社テンポスフィナンシャルトラストとの間で、当社

グループの意思決定の迅速化、経営資源の最適化を図り、効率的かつ機動的な連結経営体制を確立することを目的

として、平成30年４月25日に株式交換契約を締結いたしました。

株式交換の概要は、以下のとおりであります。

 
①株式交換の内容

　当社を完全親会社とし、株式会社テンポスフィナンシャルトラストを株式交換完全子会社とする株式交換

　

②株式交換の日

　平成30年４月25日

 
③株式交換の方法

株式交換日現在の株式会社テンポスフィナンシャルトラストの株主名簿に記載又は記録された株主に対して、当

社は普通株式41,735株を割当て交付いたしますが、交付する株式は保有する自己株式をもって充当し、新株式の発

行は行いません。

 
④株式交換比率　

 当社
株志会社テンポスフィ
ナンシャルトラスト

株式交換比率 1.68 1
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⑤株式交換の算定根拠　　

株式交換比率の算定にあたっては、独立した第三者算定機関である太鼓地公認会計士事務所に、その根拠となる

株式評価を依頼いたしました。当社の株式価値については、当社が東京証券取引所ジャスダック市場に上場してい

ることから、市場株価方式により、1株あたり2,229円といたしました。具体的には平成29年９月から平成30年２月

までの６ヵ月間における月末の株価の平均値を採用しております。

これに対して、株式会社テンポスフィナンシャルトラストの株式価値については、非上場会社であるため、純資

産法式及びディスカウント・キャッシュフロー（以下：「ＤＣＦ」といいます）方式による各評価結果を総合的に

勘案し、１株あたり1,326円といたしました。なお、純資産方式では平成30年1月31日を基準とした簿価純資産で算

定をし、ＤＣＦ方式では株式会社テンポスフィナンシャルトラストが作成した平成30年4月期から平成34年4月期ま

での損益計画に基づき算定をしております。また、第三者算定機関による評価結果は1株あたり1,179円～1,356円

であり、当社及び株式会社テンポスフィナンシャルトラストは、当該評価結果に基づいて慎重に交渉・協議し、1

株あたり株式交換比率を決定いたしました。

 
⑥株式交換完全親会社となる会社の概要　　　

商号 株式会社テンポスホールディングス

資本金 509百万円

事業の内容 厨房機器販売及び飲食店の総合プロデュース
 

 

５ 【研究開発活動】

該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社テンポスホールディングス(E02953)

有価証券報告書

22/79



第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度に実施いたしました設備投資額は3億13百万円となりました。そのうち主要なものはあさくまの新

規出店及び既存店舗改装、ドリームダイニングの新規出店によるものであります。

セグメントごとの主要な設備投資は、次のとおりであります。
　
（物販事業）

　物販事業の投資総額は14百万円となりました。そのうち主要なものは店舗設備工事によるものであります。
　
（情報・サービス事業）

　情報・サービス事業の投資総額は7百万円となりました。そのうち主要なものは設備工事によるものでありま

す。
　
（飲食事業）

　飲食事業の投資総額は2億92百万円となりました。そのうち主要なものは店舗の新規出店及び既存店舗改装によ

るものであります。

 
２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

平成30年4月30日現在における本社及び各店舗の設備、投下資本並びに従業員の配置状況は、次のとおりであり

ます。

　　

事業所名
（所在地）

セグメントの
名称

設備の
内容

帳簿価額
従業員数
（人）

建物及び構
築物

（百万円）

機械装置及
び運搬具
（百万円）

その他
（百万円）

合計
（百万円）

本社
（東京都大田区）

物販 管理設備 0 - 0 0 34(14)

合計 0 - 0 0 34(14)
 

(注) １．上記金額には、消費税等は含んでおりません。

２．投下資本の金額は、有形固定資産の帳簿価額であります。

３．従業員数欄の（　）内には、外書で臨時従業員数を記載しております。

４．本社の不動産物件は全て賃借によるものであり、上記には含まれておりません。なお、その年間賃借料は17

百万円であります。
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(2) 国内子会社

事業所名
（所在地）

セグメントの
名称

設備の
内容

帳簿価額
従業員数
（人）

建物及び構

築物

（百万円）

機械装置及

び運搬具

（百万円）

土地

（面積㎡）

その他

（百万円）

合計

（百万円）

株式会社
テンポスバスターズ
（東京都大田区）

物販事業 店舗設備 59 0 - 4 64 285(296)

株式会社
テンポスドットコム
（横浜市戸塚区）

情報・サービ
ス事業

店舗設備 - - - 0 0 12(16)

株式会社テンポス情報館
（東京都大田区）

情報・サービ
ス事業

店舗設備 4 0 - 2 6 33(24)

株式会社
テンポスフィナンシャルトラ
スト
（東京都台東区）

情報・サービ
ス事業

店舗設備 1 - - 0 1 7(0)

株式会社あさくま
（愛知県日進市）

飲食事業 店舗設備 575 113 87(782) 70 847 84(685)

株式会社スタジオテンポス
（大阪市中央区）

情報・サービ
ス事業

店舗設備 - - - 0 0 7(2)

株式会社
プロフィット・ラボラトリー
（東京都中央区）

情報・サービ
ス事業

店舗設備 2 - - 0 2 21(4)

株式会社あさくまサクセッ
ション
（名古屋市天白区）

飲食事業 店舗設備 195 0 - 10 205 25(112)

キッチンテクノ株式会社
（東京都新宿区）

物販事業 店舗設備 2 - - 4 7 59(1)

株式会社きよっぱち総本店
（千葉県房総市）

飲食事業 店舗設備 - - - - - 7(27)

株式会社ディースパーク
（大阪市中央区）

情報・サービ
ス事業

店舗設備 23 - - - 23 25(16)

株式会社ドリームダイニング
（大阪市中央区）

飲食事業 店舗設備 56 - - - 56 8(25)

 

 

(注) １．従業員数欄の（　）内には、外書で臨時従業員数を記載しております。

２．上記子会社のうち株式会社テンポスドットコム及び株式会社テンポス情報館は、当社本社の一部を賃借して

おります。

３．店舗の不動産物件は全て賃借（リース設備含む）によるものであります。

 

(3) 在外子会社

該当事項はありません。

 

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設計画

該当事項はありません。

 

(2) 重要な改修計画

該当事項はありません。

 

(3) 重要な設備の除却計画

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 57,000,000

計 57,000,000
 

 

② 【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成30年４月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成30年７月30日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 14,314,800 14,314,800
東京証券取引所

JASDAQ
(スタンダード)

単元株式数は100株であり
ます。

計 14,314,800 14,314,800 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

ストックオプション制度の内容は「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　注記事項」の（ストック・オプ

ション等関係）に記載しております。

② 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

③ 【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）
平成25年11月1日

（注）
14,267,084 14,314,800 ― 509 ― 472

 

（注）平成25年10月31日の株主名簿に記録された株主に対し、１株につき300株の割合をもって分割いたしました。

 

(5) 【所有者別状況】

平成30年４月30日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）

単元未満株
式の状況
（株）

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数
(人)

- 2 13 170 34 18 31,785 32,023 -

所有株式数
(単元)

- 534 107 34,780 2,313 78 105,321 143,133 15

所有株式数
の割合(％)

- 0.37 0.07 24.30 1.62 0.05 73.58 100.00 -
 

(注) １．自己株式2,347,865株は、「個人その他」に23,478単元含まれております。
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(6) 【大株主の状況】

平成30年４月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

有限会社あさしお 東京都大田区田園調布三丁目12番８号 1,963,597 16.40

森下篤史 東京都大田区 1,856,500 15.51

福島工業株式会社 大阪市西淀川区御幣島三丁目16番11号 960,000 8.02

株式会社マルゼン 東京都台東区根岸二丁目19番18号 510,000 4.26

長谷川朋子 千葉県市川市 444,100 3.71

森下壮人 川崎市中原区 442,800 3.70

山田暁子 東京都大田区 424,000 3.54

森下潔子 東京都大田区 422,000 3.52

森下和光 横浜市金沢区 400,800 3.34

ＴＨＥ　ＢＡＮＫ　ＯＦ　ＮＥＷ　Ｙ
ＯＲＫ　１３３６５２ 常任代理人 株
式会社みずほ銀行決済営業部

ＲＵＥ 　ＭＯＮＴＯＹＥＲＳＴＲＡＡ
Ｔ　４６，　１０００　ＢＲＵＳＳＥ
ＬＳ，　ＢＥＬＧＩＵＭ 港区港南２丁
目１５－１　品川インターシティＡ棟

112,400 0.93

計 － 7,536,197 62.97
 

(注)1.当社は自己株式を2,347,865株（16.40％）を所有しておりますが、議決権がないため、上記の大株主から除外

しております

　　2.持株比率は発行済株式総数から自己株式を控除した株式数を用いて算出しております。

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成30年４月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）

(自己保有株式）
普通株式

― ―
2,347,865

(相互保有株式)
普通株式
24,200

完全議決権株式（その他）
普通株式

119,413 ―
11,941,235

単元未満株式
普通株式

― ―
1,500

発行済株式総数 14,314,800 ― ―

総株主の議決権 ― 119,413 ―
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② 【自己株式等】

平成30年４月30日現在

所有者の氏名
または名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（相互保有株式） 東京都大田区東蒲田二丁目
30番17号
 

2,347,865 ─ 2,347,865 16.40株式会社
テンポスホールディングス

（相互保有株式）
東京都大田区東蒲田二丁目
30番17号

24,200 ─ 24,200 0.16
株式会社
テンポスフィナンシャルト
ラスト

計 ― 2,372,065 ─ 2,372,065 16.57
 　

２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　普通株式

(1)【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

(2)【取締役会決議による取得の状況】

　 該当事項はありません。

(3)【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

３ 【配当政策】

当社の剰余金の配当は、期末配当の年1回を基本的な方針としております。

配当の決定機関は、中間・期末配当は取締役会であります。なお、基準日を定めて剰余金の配当をすることがで

き、中間配当の基準日は毎年10月31日といたしております。

当社は、株主の皆様に対する基本方針としまして、主に経営基盤の強化や設備資金を潤沢にするための内部留保に

努め、新規出店や新規事業開発等を行い業界内のシェア獲得をする事が最大の株主還元につながるものと考えており

ますが、業績に応じた利益配分も同時に行うべきであると考えております。

当事業年度の配当金につきましては、業績結果を踏まえ、１株当たり９円の配当を実施いたします。
　

（注）基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額
（百万円）

１株当たりの配当額
（円）

平成30年6月11日
107 9

取締役会決議
 

 

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第22期 第23期 第24期 第25期 第26期

決算年月 平成26年４月 平成27年４月 平成28年４月 平成29年４月 平成30年４月

最高（円）
330,000
※1,100

1,943 2,498 2,087 2,788

最低（円）
117,300
※391

808 1,483 1,469 1,858
 

(注)１．最高・最低株価は、東京証券取引所JASDAQ（スタンダード）におけるものであります。
(注)２．※印は、株式分割（平成25年11月１日、１株→300株）による権利落後の株価であります。

　
(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成29年11月 12月 平成30年１月 ２月 ３月 ４月

最高（円） 2,100 2,210 2,788 2,712 2,708 2,779

最低（円） 1,952 1,950 2,159 2,324 2,313 2,433
 

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所JASDAQ(スタンダード)におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

男性　7名　女性　0名　（役員のうち女性の比率0％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株
式数
(株)

代表
取締役

社長 森下　篤史
昭和22年
２月13日

昭和46年４月 東京電気株式会社（現　東芝テック株式会社）入社

昭和58年６月 共同精工株式会社(現株式会社Ａ)設立代表取締役

平成４年９月 当社設立取締役

平成９年４月 当社代表取締役

平成18年12月 株式会社あさくま取締役

平成20年４月 当社代表取締役退任

平成20年４月 株式会社テンポス情報館取締役

平成21年６月 株式会社あさくま代表取締役

平成22年５月
株式会社テンポス店舗（現テンポスフィナンシャルト
ラスト）代表取締役

平成25年８月 株式会社あさくまサクセッション代表取締役

平成27年１月 株式会社きよっぱち総本店取締役（現任）

平成28年７月 当社取締役会長

平成28年７月 株式会社テンポスドットコム代表取締役（現任）

平成28年７月 株式会社プロフィット・ラボラトリー取締役（現任）

平成29年11月 当社代表取締役（現任）

平成30年３月 株式会社テンポスバスターズ代表取締役（現任）

平成30年３月 株式会社ディースパーク代表取締役（現任）

平成30年３月 株式会社ドリームダイニング代表取締役（現任）

平成30年３月
株式会社デリバリーソリューション代表取締役（現
任）

(注)3 1,856,500

取締役
グループ
管理部長

森下　和光
昭和24年
３月３日

昭和48年４月 サンテレホン株式会社入社

昭和62年３月 共同精工株式会社（現 株式会社A）入社

平成10年６月 当社入社

平成12年７月 当社取締役商品部長

平成13年７月 当社取締役管理部長

平成18年７月
株式会社テンポスファイナンス（現　株式会社テンポ
スフィナンシャルトラスト）代表取締役

平成20年５月 当社代表取締役

平成20年５月 株式会社テンポス情報館取締役

平成25年７月 当社取締役グループ管理部長

平成25年７月 株式会社プロフィット・ラボラトリー取締役

平成25年10月 株式会社あさくまサクセッション取締役

平成26年５月 キッチンテクノ株式会社取締役

平成27年１月 株式会社きよっぱち総本店取締役

平成27年３月 株式会社スタジオテンポス代表取締役(現任)

平成27年10月 キッチンテクノ株式会社代表取締役（現任）

平成27年12月 当社取締役グループ戦略室長

平成28年５月 当社取締役グループ管理部長（現任）

平成28年９月
株式会社テンポスフィナンシャルトラスト代表取締役
（現任）

平成30年４月 株式会社テンポスバスターズ取締役（現任）

(注)3 400,800

取締役 管理部長 毛利　聡
昭和52年
11月７日

平成12年４月 当社入社

平成15年３月 当社千葉店

平成18年２月 当社幕張店 店長

平成19年４月 当社池袋店 店長

平成21年５月 当社管理部長

平成25年５月 当社北日本エリアマネージャー

平成26年７月 当社取締役　北日本エリアマネージャー

平成27年１月 当社取締役　管理部長（現任）

平成28年２月
株式会社テンポジンパーソナルエージェント監査役
（現任）

平成28年６月 株式会社あさくま取締役（現任）

平成28年６月 株式会社あさくまサクセッション取締役

平成28年６月 株式会社きよっぱち総本店取締役（現任）

平成29年６月 株式会社テンポスバスターズ取締役（現任）

平成30年３月 株式会社テンポス情報館取締役（現任）

平成30年３月 株式会社ディースパーク取締役（現任）

平成30年３月 株式会社ドリームダイニング取締役（現任）

(注)3 1,000
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株
式数
(株)

取締役  福島　裕
昭和25年

８月６日

昭和50年４月 株式会社福島工業入社

昭和52年12月 　株式会社福島工業 営業開発部長

昭和56年２月 　株式会社福島工業 常務取締役(営業担当)

昭和60年12月 　株式会社福島工業 専務取締役営業本部長

平成４年４月 　株式会社福島工業 代表取締役社長(現任)

平成30年７月 　当社社外取締役（現任）

(注)3 ―

常勤
監査役
(注)2

 樋口　宣行
昭和21年
７月25日

昭和46年４月 日本航空株式会社入社

昭和56年７月 日本航空開発株式会社出向

昭和60年12月 日本航空株式会社東京貨物支店マネージャー

平成元年３月 関西国際空港株式会社出向

平成３年12月 日本航空株式会社関連事業本部第一事業グループ長

平成６年６月 日本航空株式会社調達部航空機調達グループ長

平成10年９月 MICON AMERICA INC.社長兼CEO

平成14年７月 日本財団事務局長

平成18年６月 日本財団常務理事

平成24年７月 当社常勤監査役（現任）

(注)4 ―

常勤
監査役
(注)2

 清水　孝
昭和23年
６月23日

昭和42年４月 日本コロムビア株式会社入社　川崎工場経理部

昭和54年５月 海外事業部業務課

平成６年５月
コロムビア音楽出版株式会社（出向）
海外管理課長

平成14年６月 日本コロムビア株式会社退職

平成20年６月 当社顧問

平成20年７月 当社常勤監査役（現任）

(注)4 ―

監査役
(注)2

 近藤　勝重
昭和21年
４月19日

昭和44年11月 株式会社ダイエー入社

平成12年９月
株式会社ダイエー・ホールディング・コーポレーショ
ン代表取締役

平成16年６月 日本ＣＦＯ協会副理事長（現任）

平成18年５月 株式会社三和デンタル社外監査役（現任）

平成30年７月 当社監査役（現任）

(注)4 ―

計 2,258,300
 

(注) １．共同精工株式会社は、平成元年７月に株式会社キョウドウに社名変更しております。

２．常勤監査役樋口宣行氏、常勤監査役清水孝氏の両氏は社外監査役であります。

３. 取締役の任期は平成30年4月期にかかる定時株主総会終結の時から、平成31年4月期にかかる定時株主総会の

終結の時までであります。なお、福島裕氏は社外取締役であります。

４．監査役の任期は平成28年4月期にかかる定時株主総会終結の時から、平成32年4月期にかかる定時株主総会の

終結の時までであります。ただし監査役近藤勝重は平成30年4月期にかかる定時株主総会終結の時から平成

31年4月期にかかる定時株主総会終結の時までであります。

５．取締役森下和光は、代表取締役社長森下篤史の弟であります。

６．当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第３項に定める補欠監査

役１名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。
　

 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(株)

 
 

武田　南見

 

昭和59年7月29日

平成19年４月 当社入社
 

(注)

 

─

 平成21年５月 当社鳩ヶ谷店店長

 平成23年８月 当社大宮店B部門長

   平成25年３月 当社人事総務部   

   平成26年11月 当社人材事業部（現任）   
 

（注）補欠監査役の任期は、就任した時から選任した監査役の任期の満了の時までであります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、株主の皆様をはじめ、お客様、取引先、従業員等の各ステークホルダーの利益を尊重し、各利害関

係を調整しつつ収益を上げ、企業価値を継続的に高めることを、コーポレート・ガバナンスの基本的な目的と

しております。

①会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

イ・会社の機関の基本説明

当社は取締役会及び監査役設置会社であり、平成30年7月より社外監査役を2名体制とし、平成20年5月より

内部監査室3名を設置しております。

ロ・当社の主な機関及び内部統制の関係は以下のとおりです。

 
ハ・会社の期間の内容及び内部統制システムの整備の状況

当社は健全で持続的に成長可能な企業であるために、当社の取締役および経営幹部が参加する戦略会議を月

に1度開催しております。これは、コンプライアンスの確保及び事業・財務報告の信頼性の確保並びにリスク

管理という観点から内部統制システムの充実に努めるためであります。当社は以下に記載する内部統制の基本

方針に基づき、内部統制システムを整備するとともに、当社グループに対しても当社の体制に準じた内部統制

システムの整備を行っております。

１）取締役および執行役員ならびに使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制

企業倫理規定をはじめとするコンプライアンス体制にかかる規程を役職員が法令・定款および社会規範を遵

守した行動をとるための行動規範とします。また、その徹底を図るため、管理部においてコンプライアンスの

取り組みを横断的に統括することとし、同部を中心に役職員教育を行います。内部監査室は、コンプライアン

スの状況を監査する。これら活動は適宜取締役会および監査役会に報告されるものとします。法令上疑義のあ

る行為等について社員が直接情報提供を行う手段としてホットラインを設置・運営します。

２）取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する事項

文書管理規程、取締役会規程、各種会議体運営基準、決裁基準等に従い、取締役の職務執行にかかる情報を

文書または電磁的媒体に記録し、保存および管理（廃棄を含む）を行い、必要に応じて運用状況の検証、各規

程、基準の見直し等を行なっております。取締役および監査役は文書管理規程により、常時これらの文書等を

閲覧できるものとしております。
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３）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

① 社内の不正防止体制として、エリアマネージャー及び人材事業部が全店舗を四半期に1度巡回し、「店舗

チェック」と名づけた不正防止のためのチェックを行っております。また、内部監査室直轄の抜き打ち管

理チェック隊が全店舗を半期に1度、事前の予告なく訪問し、「抜き打ち管理チェック」と名づけた管理

体制の確認及び不正発見のための30項目のチェックを行い、全店舗及び全事業部を対象に不正防止に努め

ております。

② リスク管理規程により、管理部がグループ全体のリスクを網羅的・総括的に管理し、リスク管理体制を明

確化するとともに、内部監査部門が各部署ごとのリスク管理の状況を監査し、その結果を定期的に取締役

会に報告いたしております。

４）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

① 毎月行なわれる取締役会において各取締役は責任部署における1ヶ月間の行動と数値を含め報告し、出席

者の承認を得ております。

② 取締役および執行役員により月1回程度決議の伴わない戦略会議を行い会社の方向性等について意思統一

を図り迅速な行動の取れる体制をとっております。

５）当社並びに子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

① 当社の取締役会及び戦略会議へ子会社の代表者も出席し、予算達成率を含む売上、粗利、経費、利益およ

び累計数値等の業績の報告をすると同時に報告項目に基づく前月の活動状況等経営管理情報の報告を行っ

ております。

② 決算月をほぼ4月に統一し、予算統制のしやすい体制を作りグループ全体の利益、キャッシュ・フロー管

理を行なっております。

６）監査役がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制ならびにその使

用人の取締役からの独立性に関する事項

監査役より監査業務に必要な命令を受けた職員は、その命令に関して取締役、内部監査室長等の指揮命

令は受付けておりません。

７）取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制、その他の監査役への報告に関する体制

監査役は取締役会に出席し各取締役からの報告を受け必要に応じ直接質問を行っております。また監査

役自ら各事業部門、店舗、子会社を訪問し、役員、部門長、店長、店員等から状況報告を受け、状況によ

り各担当取締役と面談を行ない報告を受けております。

８）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

① 監査役は代表取締役社長、管理部長、会計監査人を交えた意見交換会を必要に応じ開催いたします。

② 監査役は会計監査人より監査計画を事前に受領し定期的に監査実施報告を受けております。

９）反社会的勢力排除に関する体制

当社は、社会の秩序や健全な事業活動に悪影響を及ぼす反社会的勢力との関係遮断に対する取組みを、

業務の適正を確保するために必要な法令等遵守及びリスク管理事項として位置づけております。反社会的

勢力に対しては、毅然とした対応を取り、その関係を遮断し、その体制を整備しております。

ニ・内部監査及び監査役監査の状況

当社は内部監査部門として、社長直属の内部監査室（人員3名）を設置し、業務執行の正当性及び法令順守

の徹底を図るとともに内部統制機能の向上に取り組んでおり、当社及びグループ各社の営業部門ならびに管理

部門の監査を行っております。内部監査室は、その監査計画及び方針について監査役会と事前に協議し、監査

役監査と連携を行うとともに内部統制システムの整備にも注力しております。

　当社の各監査役は、内部監査室との連携のもと内部統制システムの監視・検証をするとともに、監査役会の

定めた監査方針及び監査計画に基づき、取締役会への出席の他、その他の重要な会議及び打ち合わせへの出

席、子会社及びグループ会社並びに当社各店舗への訪問調査、内部監査室からの聴取等を実施し、取締役等の

職務の執行を監査しております。監査役会は常勤監査役2名、非常勤監査役1名の計3名で構成されており、3名

全てが社外監査役であることから独立性の高い客観的な立場から経営の監査を行う体制となっております。

ホ・会計監査の状況

当社の会計監査人は有限責任大有監査法人であります。会計監査業務を執行した公認会計士は業務執行社員

の岩村浩秀、坂野英雄の２名であります。また、監査業務に係る補助者の構成は以下のとおりであります。

　　　　　公認会計士　７名

　なお、継続監査年数につきましては、全員７年以内であるため記載を省略しております。また、同監査法人
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はすでに自主的に業務執行社員について、当社の会計監査に一定期間を超えて関与することのないよう措置を

とっております。

　また、大有ゼネラル監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成28年６月23日をもって有限責任大有監

査法人となっております。

ヘ・社外取締役及び社外監査役との関係

当社の社外取締役は、福島裕氏の1名であります。また、社外監査役は樋口宣行氏及び清水孝氏の2名であり

ます。

当社と社外取締役及び社外監査役との間には、人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係はご

ざいません。社外取締役及び社外監査役は一定の独立性を確保するだけでなく、社会・経済情勢等に関する客

観的、専門的な高い見識と豊富な経験に基づいた助言及び監督により経営の健全性及び効率性の確保に資する

ことを考慮し選任しております。

福島裕氏は、東証一部上場企業の経営者としての経験を通じて、経営実務の見識があることに加え、当社業

務との利益相反関係に該当する事項がないことから社外取締役及び独立役員に選任しております。

樋口宣行氏につきましては、長年にわたる事業経営と企画運営の経験を生かし、当社の監査業務をこなす能

力を保有していることに加え、当社と特別な利害関係はなく、一般株主と利益相反が生じるおそれがないこと

から、その独立性は十分に確保されていると判断し、社外監査役及び独立役員として選任しております。

清水孝氏につきましては、経理として長年業務に携わっており、専門的な知識及び経験を有するものである

ことに加え、当社と特別な利害関係はなく、一般株主と利益相反が生じるおそれがないことから、その独立性

は十分に確保されていると判断し、社外監査役及び独立役員として選任しております。

なお、連携体制につきましては、社外監査役による監査の結果を受け内部監査室との協議・連絡を不定期に

行うとともに、必要に応じ会計監査人との意見交換及び情報交換を適宜行うことにより、連携及び相互補完を

図っております。

　当社は社外取締役及び社外監査役との間で、当社への損害賠償責任を一定範囲に限定する契約を締結できる

旨を定款に定めており、社外取締役及び社外監査役との間で当該責任限定契約を締結しております。その契約

の概要は、社外取締役が任務を怠ったことによって、当社に損害賠償責任を負う場合は、会社法第427条第1項

の最低責任限度額を限度としてその責任を負うものとし、その責任限定が認められるのは、社外取締役がその

責任の原因となった職務の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限るものとする、となっておりま

す。

　社外取締役及び社外監査役を選任するための独立性に関する基準及び方針は定めておりませんが、選任にあ

たっては、証券取引所の独立役員の独立性に関する判断基準を参考にしております。

 

②リスク管理体制の整備の状況

当社は、当社の各事業部の責任者及び子会社の代表並びに関連会社の代表が参加する戦略会議を月に1度開

催しており、危機の予防、対策、教育および訓練、コンプライアンスのための教育および訓練を実施しており

ます。社内グループウェアを利用して、実際に発生した問題を迅速に情報伝達することで再発防止に努めてお

ります。
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③役員報酬の内容

(a)当社の社内取締役に対する報酬および監査役に対する報酬は以下のとおりであります。

役員区分
報酬等の総額

（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる

役員の員数

（名）基本報酬
ストック・

オプション
賞与 退職慰労金

　取締役

（社外役員を除く）
44 44 - - - 3

　監査役

（社外役員を除く）
4 4 - - - 2

　社外役員 0 0 - - - 1
 

　　（注）取締役の報酬には使用人兼務取締役の使用人給与相当額は含まれておりません。
　

(b)役員報酬の決定方針

取締役及び監査役の報酬に関しましては、株主総会で定められた上限の範囲内において、会社の業績等を考慮

して、取締役の報酬は取締役会で決定し、監査役の報酬は監査役の協議により決定しております。

　

④責任限定契約の内容の概要等

当社は、会社法第427条第１項に基づき、社外監査役との間において、会社法第423条第１項の損害賠償責任に

ついて、職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、会社法第425条第１項各号の定める額を限度とす

る契約を締結しております。

 
⑤取締役の定数

当社の取締役は10名以内とする旨を定款で定めております。

　

⑥剰余金の配当等の決定機関

当社は資本政策の機動性をより高めるため、剰余金の配当等会社法第459条第１項に定める事項については、法

令に特段の定めがある場合を除き、取締役会決議によって定めることとする旨を定款で定めております。

　

⑦株主総会の特別決議要件の変更

当社は、株主総会の円滑な運営を行うことを目的として、会社法第309条第２項に定める特別決議について、議

決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上を

もって行う旨定款に定めております。

　

⑧取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出

席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び選任決議は累積投票によらない旨を定款に定めております。

　

⑨取締役等の責任免除

当社は、職務の遂行にあたり期待される役割を十分に発揮できるようにするために、会社法第426条第１項の規

定により、任務を怠ったことによる取締役（取締役であった者を含む。）の損害賠償責任を、法令の限度におい

て、取締役会の決議によって免除することができる旨定款に定めております。

　

⑩株式保有の状況

イ． 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

銘柄数 3銘柄
 

貸借対照表計上額の合計額 35百万円
 

ロ． 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目

的。

前連結会計年度

　　　　保有株式は非上場株式のみであるため、記載対象となるものはありません。

当連結会計年度

　　保有株式は非上場株式のみであるため、記載対象となるものはありません。

ハ． 保有目的が純投資目的である投資株式

　　該当事項はありません。
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(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

 

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 18 ― 27 ―

連結子会社 9 ― 15 ―

計 27 ― 42 ―
 

 

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

 

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

 

④ 【監査報酬の決定方針】

当社では、監査公認会計士等の監査計画・監査内容、監査に要する時間等を十分に考慮し、当社の会社規模や

業種の特性等の要素を勘案の上、会社法の定めに従い監査役会の事前の同意を得て、適切に監査報酬額を決定し

ております。
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第５ 【経理の状況】

 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則(昭和51年大蔵省令第28号)。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表規則」という。)」に基づいて作成しております。

 　なお、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しておりま

す。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(平成29年5月1日から平成30年4月30日ま

で)及び事業年度(平成29年5月1日から平成30年4月30日まで)の連結財務諸表及び財務諸表について有限責任大有監査

法人により監査を受けております。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容や変更等を適切に把握し、社内周知するため各種セミナーへ積極的に参加しております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成29年４月30日)
当連結会計年度

(平成30年４月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 5,069 6,344

  受取手形及び売掛金 1,264 1,462

  たな卸資産 ※1  2,776 ※1  2,659

  繰延税金資産 118 120

  その他 220 366

  貸倒引当金 △5 △8

  流動資産合計 9,444 10,945

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） ※2  974 ※2  896

   機械装置及び運搬具（純額） ※2  93 ※2  114

   土地 87 87

   その他（純額） ※2  176 ※2  118

   有形固定資産合計 1,332 1,216

  無形固定資産   

   のれん 94 265

   その他 46 48

   無形固定資産合計 141 313

  投資その他の資産   

   投資有価証券 317 216

   関係会社株式 379 499

   長期貸付金 15 111

   敷金及び保証金 825 888

   繰延税金資産 100 64

   その他 53 47

   貸倒引当金 △43 △150

   投資その他の資産合計 1,648 1,677

  固定資産合計 3,122 3,207

 資産合計 12,566 14,152
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成29年４月30日)
当連結会計年度

(平成30年４月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 1,964 2,023

  未払法人税等 347 477

  株主優待引当金 46 127

  賞与引当金 235 246

  製品保証引当金 19 19

  その他 1,096 1,471

  流動負債合計 3,710 4,365

 固定負債   

  退職給付に係る負債 38 27

  資産除去債務 46 85

  その他 65 87

  固定負債合計 150 200

 負債合計 3,861 4,566

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 509 509

  資本剰余金 506 654

  利益剰余金 7,299 7,820

  自己株式 △801 △765

  株主資本合計 7,513 8,218

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 0 0

  その他の包括利益累計額合計 0 0

 新株予約権 79 117

 非支配株主持分 1,112 1,248

 純資産合計 8,705 9,585

負債純資産合計 12,566 14,152
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成28年５月１日
　至 平成29年４月30日)

当連結会計年度
(自 平成29年５月１日
　至 平成30年４月30日)

売上高 27,469 29,083

売上原価 15,799 16,892

売上総利益 11,670 12,190

販売費及び一般管理費 ※1  9,515 ※1  10,183

営業利益 2,154 2,007

営業外収益   

 受取利息 3 3

 有価証券利息 2 2

 持分法による投資利益 43 75

 その他 56 55

 営業外収益合計 105 136

営業外費用   

 支払利息 1 1

 その他 27 16

 営業外費用合計 28 17

経常利益 2,231 2,126

特別利益   

 固定資産売却益 ※3  1 ※3  0

 移転補償金 30 30

 その他 7 13

 特別利益合計 38 43

特別損失   

 固定資産除却損 ※2  73 ※2  9

 固定資産売却損 ※4  - ※4  0

 減損損失 ※5  88 ※5  333

 貸倒引当金繰入額 - 35

 その他 84 66

 特別損失合計 245 445

税金等調整前当期純利益 2,024 1,724

法人税、住民税及び事業税 759 829

法人税等調整額 45 34

法人税等合計 804 863

当期純利益 1,219 860

非支配株主に帰属する当期純利益 180 242

親会社株主に帰属する当期純利益 1,039 617
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【連結包括利益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成28年５月１日
　至 平成29年４月30日)

当連結会計年度
(自 平成29年５月１日
　至 平成30年４月30日)

当期純利益 1,219 860

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 0 △0

 その他の包括利益合計 0 △0

包括利益 1,219 859

（内訳）   

 親会社株主に係る包括利益 1,038 617

 非支配株主に係る包括利益 180 242
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③【連結株主資本等変動計算書】

 前連結会計年度(自 平成28年５月１日　至 平成29年４月30日)　

 (単位：百万円)

 

株主資本
その他の包括利益累計

額

新株予約権
非支配株主

持分
純資産合計

資本金 資本剰余金利益剰余金 自己株式
株主資本合

計

その他有価

証券評価差

額金

その他の包

括利益累計

額

当期首残高 509 486 6,341 △820 6,516 0 0 33 922 7,473

当期変動額           

剰余金の配当   △87  △87     △87

親会社株主に帰属す

る当期純利益
  1,039  1,039     1,039

自己株式の処分  25  18 44     44

その他  △4 5  1     1

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

     △0 △0 45 189 234

当期変動額合計 - 20 957 18 996 △0 △0 45 189 1,232

当期末残高 509 506 7,299 △801 7,513 0 0 79 1,112 8,705
 

 

 当連結会計年度(自 平成29年５月１日　至 平成30年４月30日)　

 (単位：百万円)

 

株主資本
その他の包括利益累計

額

新株予約権
非支配株主

持分
純資産合計

資本金 資本剰余金利益剰余金 自己株式
株主資本合

計

その他有価

証券評価差

額金

その他の包

括利益累計

額

当期首残高 509 506 7,299 △801 7,513 0 0 79 1,112 8,705

当期変動額           

剰余金の配当   △94  △94     △94

親会社株主に帰属す

る当期純利益
  617  617     617

自己株式の処分  147 △1 36 182     182

その他          -

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

     0 0 38 136 174

当期変動額合計 - 147 521 36 705 0 0 38 136 880

当期末残高 509 654 7,820 △765 8,218 0 0 117 1,248 9,585
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成28年５月１日
　至 平成29年４月30日)

当連結会計年度
(自 平成29年５月１日
　至 平成30年４月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前当期純利益 2,024 1,724

 減価償却費 243 207

 のれん償却額 53 64

 店舗閉鎖損失 68 -

 資産除去費用 16 -

 持分法による投資損益（△は益） △43 △75

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △14 37

 賞与引当金の増減額（△は減少） △8 10

 製品保証引当金の増減額（△は減少） 1 △0

 株主優待引当金の増減額（△は減少） △25 80

 受取利息及び受取配当金 △3 △3

 有価証券利息 △2 △2

 固定資産除売却損益（△は益） 72 9

 減損損失 88 333

 株式報酬費用 45 -

 関係会社株式売却損益（△は益） - △13

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △22 △10

 支払利息 1 1

 売上債権の増減額（△は増加） 135 △86

 たな卸資産の増減額（△は増加） △415 126

 その他の流動資産の増減額（△は増加） △16 △87

 仕入債務の増減額（△は減少） 72 66

 未払消費税等の増減額（△は減少） △36 116

 その他の流動負債の増減額（△は減少） 13 242

 小計 2,247 2,743

 利息及び配当金の受取額 5 4

 利息の支払額 △1 △1

 法人税等の支払額 △1,000 △699

 営業活動によるキャッシュ・フロー 1,250 2,047

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 短期貸付けによる支出 - △15

 短期貸付金の回収による収入 - 16

 長期貸付けによる支出 - △594

 長期貸付金の回収による収入 7 5

 関係会社株式の売却による収入 - 4

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入

- 231

 有形固定資産の売却による収入 1 1

 有形固定資産の取得による支出 △218 △313

 無形固定資産の取得による支出 △12 △16

 敷金及び保証金の差入による支出 △62 △55

 敷金及び保証金の回収による収入 31 19

 資産除去債務の履行による支出 △8 △15

 その他 1 △0

 投資活動によるキャッシュ・フロー △260 △733
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           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成28年５月１日
　至 平成29年４月30日)

当連結会計年度
(自 平成29年５月１日
　至 平成30年４月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 自己株式の売却による収入 42 99

 リース債務の返済による支出 △21 △18

 配当金の支払額 △87 △94

 長期借入金の返済による支出 - △26

 財務活動によるキャッシュ・フロー △66 △39

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 924 1,274

現金及び現金同等物の期首残高 4,145 5,069

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  5,069 ※1  6,344
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【注記事項】

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数　13社

主要な連結子会社の名称

 株式会社テンポスバスターズ

株式会社テンポスフィナンシャルトラスト

株式会社テンポスドットコム

株式会社テンポス情報館

株式会社あさくま

株式会社スタジオテンポス

株式会社プロフィット・ラボラトリー

株式会社あさくまサクセッション

キッチンテクノ株式会社

株式会社きよっぱち総本店

株式会社ディースパーク

株式会社ドリームダイニング

株式会社デリバリーソリューション

（連結範囲の変更）

　平成29年11月1日付で当社の厨房機器販売事業を会社分割により承継した株式会社テンポスバスターズにつ

いて連結の範囲に含めております。なお、同日をもって、当社は株式会社テンポスバスターズから株式会社

テンポスホールディングスに商号を変更しております。

　また、当連結会計年度において、株式会社ディースパークの株式を取得し、情報サービス事業において株

式会社ディースパーク及び株式会社デリバリーソリューション、飲食事業において株式会社ドリームダイニ

ングを連結の範囲に含めております。

　　

(2) 主要な非連結子会社の名称等

株式会社テンポジンパーソナルエージェント

株式会社アルバ産業

（連結の範囲から除いた理由）

　非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。
　
２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用の関連会社の数　1社

株式会社オフィスバスターズ

(2) 持分法を適用していない関連会社

株式会社天タコシステム

（持分法を適用しない理由）

持分法を適用していない会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）からみ

て、持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がない

ため、持分法の適用範囲から除外しております。
　
３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　株式会社あさくま、株式会社プロフィット・ラボラトリー、株式会社あさくまサクセッション、キッチンテク

ノ株式会社、株式会社きよっぱち総本店、株式会社ディースパーク、株式会社ドリームダイニング、株式会社デ

リバリーソリューションの決算日は3月31日であります。連結財務諸表の作成に当たっては直近決算に基づく財務

諸表を使用しております。

　なお、その他の連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。
　
４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ　有価証券

(1) 満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）を採用しております。

(2) 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。
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(3) その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）を採用しております。

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

ロ　たな卸資産
(1) 商品
移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価の切り下げの方法）を採用しております。

(2) 製品
個別法による原価法（収益性の低下による簿価の切り下げの方法）を採用しております。

(3) 仕掛品
個別法による原価法（収益性の低下による簿価の切り下げの方法）を採用しております。

(4) 貯蔵品
先入先出法による原価法（収益性の低下による簿価の切り下げの方法）を採用しております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（附属設備を除く）については定額法）を採用して
おります。なお、主な耐用年数は以下の通りであります。
建物及び構築物　　　3～40年
その他　　　　　　　2～15年
また、平成19年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から５

年間で均等償却する方法によっております。
(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５
年）による定額法を採用しております。

(3) リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引によるリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。　

(3) 重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等については
個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金
従業員の賞与支給に備えるため、会社所定の計算方法による支給見込額のうち、当期負担額を計上してお

ります。
③ 製品保証引当金

製品引渡後の保証期間内の補修費用の支出に備えるため、過去の実績に基づき当期の売上高に対応する発
生見込額を計上しております。

④ 株主優待引当金
当社は、株主優待制度に基づき、将来の株主優待券の利用による費用の発生に備えるため、当連結会計年

度末に発生すると見込まれる費用を合理的に算出し、計上しております。
(4)退職給付に係る会計処理の方法

　退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とす
る方法を用いた簡便法を適用しております。

(5) のれんの償却方法及び償却期間
　のれんについては、20年以内のその効果の及ぶ期間にわたって均等償却しております。

(6) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし
か負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(7) その他の連結財務諸表作成のための重要な事項
消費税等の会計処理
　税抜方式によっております。

　

 （未適用の会計基準等）

　１．税効果会計における係る会計基準の適用指針等

・「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　平成30年2月16日改正　企業会計基

準委員会）

・「繰延税金資産の回収可能性に関する摘要指針」（企業会計基準適用指針26号　平成30年2月16日最終改正　企

業会計基準委員会）

（1）概要

「税効果会計に係る会計基準の適用指針」等は、日本公認会計士協会における税効果会計に関する実務指針を企業

会計基準委員会に移管するに際して、基本的にその内容を踏襲した上で、必要と考えられる以下の見直しが行われ

たものです。

　・個別財務諸表における子会社株式に係る将来加算一時差異の取り扱い

　・（分類1）に該当する企業における繰延税金資産の回収可能性に関する取扱い

（2）適用予定日
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　　平成31年4月期の期首より適用予定であります。

（3）当該会計基準等の適用による影響

　　連結財務諸表に与える影響は、現時点で評価中であります。

 
２．収益認識に関する会計基準等

　・「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　平成30年3月30日）

　・「収益認識に関する会計基準の適用指針（企業会計基準適用指針第30号　平成30年3月30日）

（1）概要

　　収益認識に関する包括的な会計基準であります。収益は、次の5つのステップを適用し認識されます。

　　ステップ1：顧客との契約を識別する。

　　ステップ2：契約における履行義務を識別する。

　　ステップ3：取引価格を算定する

　　ステップ4：契約における履行義務に取引価格を配分する。

　　ステップ5：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する。

（2）平成34年4月期の期首より適用予定であります。

（3）当該会計基準等の適用による影響

　　連結財務諸表に与える影響は、現時点で評価中であります。

 
(会計方針の変更)

該当事項はありません。

 
(表示方法の変更）

　　該当事項はありません。

 
 (追加情報）

該当事項はありません。

　

(連結貸借対照表関係)

※１．たな卸資産の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(平成29年４月30日)
当連結会計年度

(平成30年４月30日)

商品及び製品 2,622百万円 2,495百万円

原材料及び貯蔵品 55 62 

仕掛品 99 101 
 

 

※２．(前連結会計年度)

有形固定資産の減価償却累計額は372百万円であります。

 

(当連結会計年度)

有形固定資産の減価償却累計額は320百万円であります。
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(連結損益計算書関係)

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 平成28年５月１日
至 平成29年４月30日)

当連結会計年度
(自 平成29年５月１日
至 平成30年４月30日)

給料手当及び諸手当 4,367百万円 4,676百万円

地代家賃 1,785 1,815 

貸倒引当金繰入額 △13 1 

賞与引当金繰入額 277 246 

株主優待引当金繰入額 117 264 
 

 

※２．固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 平成28年５月１日
至 平成29年４月30日)

当連結会計年度
(自 平成29年５月１日
至 平成30年４月30日)

建物及び構築物 61百万円 9百万円

その他 11 0 

計 73 9 
 

 

※３．固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。

　　　　

 
前連結会計年度

(自 平成28年５月１日
至 平成29年４月30日)

当連結会計年度
(自 平成29年５月１日
至 平成30年４月30日)

建物及び構築物 1百万円 0百万円
 

 
※４．固定資産売却損の内容は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 平成28年５月１日
至 平成29年４月30日)

当連結会計年度
(自 平成29年５月１日
至 平成30年４月30日)

車両運搬具 -百万円 0百万円
 

 
※５．減損損失の内容は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度（自　平成28年５月１日　至　平成29年４月30日）　

場所 用途 種類 減損損失

ファーマーズガーデン北戸田店（埼
玉県戸田市）

レストラン 建物及び構築物 15百万円

ファーマーズガーデン板橋店（東京
都板橋区）

レストラン 建物及び構築物 6百万円

ファーマーズガーデン大泉学園店
（東京都練馬区）

レストラン 建物及び構築物 40百万円

えびす参八王子店（東京都八王子
市）

レストラン 建物及び構築物 4百万円

まいにちごはん横浜上白根店（横浜
市旭区）

レストラン 建物及び構築物 5百万円

スラバヤ調布店（東京都調布市） レストラン 建物及び構築物 6百万円

スラバヤ調布店（東京都調布市） レストラン のれん 8百万円

スラバヤ港北店（横浜市都筑区） レストラン のれん 1百万円
 

　当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最少単位に基づき、主に直営店舗を基本単位としてグルーピン

グを行っております。

　当連結会計年度において、収益性の低下した直営店舗のうち、帳簿価額を将来にわたり回収する可能性がないと

判断した店舗について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として、特別損失に計上しま

した。その内訳は、建物68百万円、その他9百万円、およびのれん10百万円であります。
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当連結会計年度（自　平成29年５月１日　至　平成30年４月30日）　　

場所 用途 種類 減損損失

あさくま栄店 レストラン 建物及び構築物 0百万円

あさくま高崎店 レストラン 建物及び構築物 8百万円

えびす参松陰神社店 レストラン 建物及び構築物 1百万円

オランダ坂珈琲町田金井点 レストラン 建物及び構築物 9百万円

きよっぱち総本店 レストラン 建物及び構築物 311百万円
 

　当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最少単位に基づき、主に直営店舗を基本単位としてグルーピン

グを行っております。

　当連結会計年度において、収益性の低下した直営店舗のうち、帳簿価額を将来にわたり回収する可能性がないと

判断した店舗について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として、19百万円を特別損失

に計上しました。また、株式会社きよっぱち総本店の固定資産について、収益性の低下がみられたことから、「固

定資産の減損に係る会計基準」に基づき将来の回収可能性を検討した結果、帳簿額を回収可能価額まで減額し、減

損損失として311百万円を特別損失に計上いたしました。その内訳は、建物3億9百万円、その他21百万円でありま

す。

（連結包括利益計算書関係）

　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自　平成28年５月１日
　　至　平成29年４月30日）

当連結会計年度
（自　平成29年５月１日

　　至　平成30年４月30日）

その他有価証券評価差額金 　  　  

　当期発生額 0 百万円 △0 百万円

　組替調整額 -  -  

　　税効果調整前 0  △0  

　　税効果額 △0  0  

　　その他有価証券評価差額金 0  △0  
 

　

(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度（自　平成28年５月１日 至 平成29年４月30日）

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 14,314,800 ― ― 14,314,800
 

　
２．自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 2,477,928 ― 26,427 2,451,501
 

（注）自己株式の減少については株式会社テンポスフィナンシャルトラスト所有の当社株式の売却によるものであり
ます。

　
３．新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種

類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当連結会計
年度末残高
（百万円）

当連結
会計年
度期首

当連結
会計年
度増加

当連結
会計年
度減少

当連結
会計年
度末

提 出 会 社
（親会社）

ストックオプション
としての新株予約権

― ― ― ― ― 79

合計 ― ― ― ― ― 79
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４．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成28年6月10日
取締役会

普通株式 83 7 平成28年4月30日 平成28年7月25日
 

　
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成29年6月9日
取締役会

普通株式 利益剰余金 95 8 平成29年4月30日 平成29年7月24日
 

　

当連結会計年度（自　平成29年５月１日 至 平成30年４月30日）

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 14,314,800 ― ― 14,314,800
 

　
２．自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 2,451,501 ― 79,436 2,372,065
 

（注）自己株式の減少については株式会社テンポスフィナンシャルトラスト所有の当社株式の売却及び株式交換、新
株予約権の行使によるものであります。

 

３．新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種

類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当連結会計
年度末残高
（百万円）

当連結
会計年
度期首

当連結
会計年
度増加

当連結
会計年
度減少

当連結
会計年
度末

提 出 会 社
（親会社）

ストックオプション
としての新株予約権

― ― ― ― ― 117

合計 ― ― ― ― ― 117
 

　

４．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成29年6月9日
取締役会

普通株式 94 8 平成29年4月30日 平成29年7月24日
 

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成30年6月11日
取締役会

普通株式 利益剰余金 107 9 平成30年4月30日 平成30年7月31日
 

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

(自 平成28年５月１日
至 平成29年４月30日)

当連結会計年度
(自 平成29年５月１日
至 平成30年４月30日)

現金及び預金勘定 5,069百万円 6,344百万円

現金及び現金同等物 5,069百万円 6,344百万円
 

　※２．株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳

前連結会計年度　（自　平成28年５月１日　至　平成29年４月30日）

　　　該当事項はありません。

 

当連結会計年度　（自　平成29年５月１日　至　平成30年４月30日）

　株式の取得により新たに株式会社ディースパーク等を連結したことに伴う連結開始時の資産の及び負債の内訳並

びにディースパーク社株式の取得価額とディースパーク社取得のための支出（純額）との関係は次のとおりです。
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流動資産 517 百万円

固定資産 149 〃

のれん 235 〃

流動負債 △150 〃

固定負債 △643 〃

支配獲得までの既取得価額 △67 〃

　追加取得した株式の取得価額 40 百万円

現金及び現金同等物 △271 〃

　差引：取得による収入 231 百万円
 

 
(金融商品関係)

1.金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定しております。

　受取手形及び売掛金に係る顧客信用リスクは、与信管理規定に沿ってリスク低減を図っておます。また、投資

有価証券は株式及び債権であります。

（2）金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりますが、営業債権の大部分を占める

売掛金は月末締後、25日以内にほとんどが回収されます。営業債務である買掛金は、ほとんど１年以内の支払期

日であります。ファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的とした

ものであり、リース期間の終了日は決算日後、最長で３年後であります。

（3）金融商品に係るリスク管理体制

　①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理　

　当社は、債権管理規定に従い、営業債権及び長期貸付金について、管理部が主要な取引先の状況を定期的にモ

ニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把

握や軽減を図っております。連結子会社についても、当社の債権管理規定に準じて、同様の管理を行っておりま

す。

　当期の連結決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の貸借対照表価額により

表わされております。

　②市場リスクの管理

　投資有価証券については、定期的に時価や発行体(取引先企業）の財務状況等を把握し、取引先企業との関係を

勘案して保有状況を継続的に見直しております。

　③資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理

　当社は、各部署からの報告に基づき管理部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動資金を維

持することなどにより、流動性リスクを管理しております。

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま

れております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することもあります。

（5）信用リスクの集中

　当期の連結決算日現在における営業債権のうち、特定の大口顧客に対するものはありません。
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　2.金融商品の時価等に関する事項
　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握するこ

とが極めて困難と認められるものは含まれておりません。((注2)参照）
　

前連結会計年度(平成29年４月30日) （単位：百万円)

 連結貸借対照表
計上額 時価 差額

(1)現金及び預金 5,069 5,069 -

(2)受取手形及び売掛金 1,264 1,264 -

(3)投資有価証券    

　　 その他の有価証券 317 317 -

(4)長期貸付金 15   

    貸倒引当金（※1） △15   

計 - - -

(5)支払手形及び買掛金 1,964 1,964 -

(6)未払法人税等 347 347 -

※1 貸付金に対応する個別貸倒引当金を控除しております。
 

 

当連結会計年度(平成30年４月30日) （単位：百万円)

 
連結貸借対照表

計上額 時価 差額

(1)現金及び預金 6,344 6,344 -

(2)受取手形及び売掛金 1,462 1,462 -

(3)投資有価証券    

　　 その他の有価証券 216 216 -

(4)長期貸付金 111   

    貸倒引当金（※1） △111   

計 - - -

(5)支払手形及び買掛金 2,023 2,023 -

(6)未払法人税等 477 477 -

※1 貸付金に対応する個別貸倒引当金を控除しております。

 
 

(注1)金融商品の時価の算定方法等

(1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(3)投資有価証券

　これの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示され

た価格によっております。

(4)長期貸付金

　当社では、長期貸付金の時価の算定は、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に信用スプ

レッドを上乗せした利率等で割り引いた現在価値により算定しております。また貸倒懸念債権については、見積

将来キャッシュ・フローの現在価値、又は、担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定して

いるため、時価は連結決算日における貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当

該価額をもって時価としております。

(5)支払手形及び買掛金、(6)未払法人税等

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。
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(注2)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額

  （単位：百万円)

 平成29年４月30日 平成30年４月30日

非上場株式等 379 499
 

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(3)有価証券

及び投資有価証券」には含めておりません。
　
(注3)金融債権の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度(平成29年４月30日)   （単位：百万円)

 1年以内
1年超
5年以内

5年超
10年以内

10年超

現金及び預金 5,069 - - -

受取手形及び売掛金 1,264 - - -

投資有価証券     

　その他有価証券のうち満期があるもの(社債) - 196 - -

長期貸付金 15 - - -
 

　
当連結会計年度(平成30年４月30日)   （単位：百万円)

 1年以内
1年超
5年以内

5年超
10年以内

10年超

現金及び預金 6,344 - - -

受取手形及び売掛金 1,462 - - -

有価証券及び投資有価証券     

　その他有価証券のうち満期があるもの(社債) - 196 - -

長期貸付金 87 23 - -
 

　　

(有価証券関係)

１．その他有価証券

前連結会計年度（平成29年４月30日） （単位：百万円）

区分 連結貸借対照表計上額 取得原価 差額

連結貸借対照表計上額
が　　　　　取得原価を超えるも
の

   

株式 25 19 5

債券 - - -

小計 25 19 5

連結貸借対照表計上額
が　　　　　取得原価を超えない
もの

   

株式 69 69 -

債券 222 222 -

小計 291 291 -

合計 317 311 5
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当連結会計年度（平成30年４月30日） （単位：百万円）

区分 連結貸借対照表計上額 取得原価 差額

連結貸借対照表計上額
が　　　　　取得原価を超えるも
の

   

株式 17 12 5

債券 - - -

小計 17 12 5

連結貸借対照表計上額
が　　　　　取得原価を超えない
もの

   

株式 2 2 -

債券 196 196 -

小計 198 198 -

合計 216 210 5
 

２．減損処理を行った有価証券

前連結会計年度（自　平成28年５月１日　至　平成29年４月30日）

　該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成29年５月１日　至　平成30年４月30日）

　該当事項はありません。

　

(デリバティブ取引関係)

該当事項はありません。

　

(退職給付関係)

１.採用している退職給付制度の概要

当社の一部の連結子会社は、従業員の退職給付に充てるため、積立型の確定給付制度を採用しております。

なお、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

　

２.簡便法を適用した確定給付制度

（１）簡便法を採用した制度の、退職給付にかかる負債の期首残高と期末残高の調整表

（百万円）

 
前連結会計年度

(自　平成28年５月１日
 至　平成29年４月30日)

当連結会計年度
(自　平成29年５月１日
 至　平成30年４月30日)

退職給付にかかる負債の期首残高 60 38

　退職給付費用 6 -

　退職給付の支払額 △28 △10

退職給付に係る負債の期末残高 38 27
 

　

（２）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る

資産の調整表

（百万円）

 
前連結会計年度

(平成29年４月30日)
当連結会計年度

(平成30年４月30日)

非積立型制度の退職給付債務 38 27

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 38 27

　   

退職給付に係る負債 38 27

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 38 27
 

　

（３）退職給付費用

簡便法で計算した退職給付費用 前連結会計年度　6百万円 当連結会計年度　-百万円
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(ストック・オプション等関係）

１.ストック・オプションにかかる費用計上額及び科目名　　

 前連結会計年度 当連結会計年度

販売費及び一般管理費の株式報酬費用 45百万円 44百万円
 

 
　２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

　（１）ストック・オプションの内容

 
 第４回新株予約権 第５回新株予約権 第６回新株予約権

決議年月日 平成26年６月30日 平成28年６月21日 平成28年６月21日

付与対象者の区分及び人数

当社取締役４名

当社子会社の取締役お
よび勤続１年以上の従
業員378名

当社取締役３名
当社子会社の取締役お
よび勤続10年以上の従
業員171名

当社取締役３名
当社子会社の取締役お
よび勤続10年以上の従
業員171名

株式の種類別のストック・オプ
ションの数（注）1

普通株式　155,700株 普通株式　127,300株 普通株式　140,300株

付与日 平成26年９月１日 平成28年９月９日 平成28年９月９日

権利確定条件

付与日（平成26年９月
１日）から権利確定日
（平成29年７月17日ま
で継続して勤務してい
ること

付与日（平成28年９月
９日）から権利確定日
（平成33年７月21日ま
で継続して勤務してい
ること

付与日（平成28年９月
９日）から権利確定日
（平成31年７月21日ま
で継続して勤務してい
ること

対象勤務期間
平成26年９月１日～平
成29年７月17日

平成28年９月９日～平
成33年７月21日

平成28年９月９日～平
成31年７月21日

権利行使期間
平成29年７月18日～平
成36年７月17日

平成33年７月22日～平
成38年７月21日

平成31年７月22日～平
成38年７月21日

新株予約権の数（個）（注）2 104,700 1,273 1,403

新株予約権の目的となる株式の
種類

普通株式 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の
数（株）

104,700 127,300 140,300

新株予約権の行使時の払込金額
（円）

1,045 1,000 1,644

新株予約権の行使により株式を
発行する場合の株式の発行価格
及び資本組入額（円）

- - -

新株予約権の行使の条件

新株予約権の割当を受けたものは、権利行使時においても、当社又は当
社子会社の取締役、監査役又は従業員のいずれかの地位にある場合に限
り、新株予約権を行使することができる。ただし、当社又は当社子会社
の取締役又は監査役の任期満了による退任による退任、その他正統な事
由により、当社又は当社子会社の取締役、監査役又は取締役の地位を喪
失した場合又は従業員が退職した場合はこの限りではない。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要するものとする。

組織再編行為に伴う新株予約権
の交付に関する事項

当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割若し
くは新設分割（それぞれ当社が分割会社となる場合に限る。）、株式交
換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る。）
（以上を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合におい
て、組織再編行為の効力発生日（吸収合併につき吸収合併がその効力を
生ずる日、新設合併につき新設合併設立株式会社成立の日、吸収分割に
つき吸収分割がその効力を生ずる日、新設分割につき新設分割設立株式
会社成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生ずる日、及び株
式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ。）
の直前において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」とい
う。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法
第236条第1項第8号のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象
会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただ
し、以下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸
収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契
約又は株式移転計画において定めることを条件とする。
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　（注）１　株式数に換算して記載しております。

　 ２　当連結会計年度末における内容を記載しております。なお有価証券報告書提出日の属する月の前月末

（平成30年６月30日）現在において、これらの事項に変更はありません。

　

（追加情報）

「第４　提出会社の状況　１　株式等の状況　（2）新株予約権の状況　①ストックオプション精度の内容」に

記載すべき事項をストックオプション等関係注記に集約して記載しております。

　

 
（２）ストックオプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度（平成30年４月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプション
の数については株式数に換算して記載しております。

　　　①ストック・オプションの数

 第４回新株予約権 第５回新株予約権 第６回新株予約権

決議年月日 平成26年６月30日 平成28年６月21日 平成28年６月21日

権利確定前（株）    

　前連結会計年度末 155,700 127,300 140,300

　付与 - - -

　失効 39,000 - -

　権利確定 116,700 - -

　未確定残 - 127,300 140,300

権利確定後（株）    

　前連結会計年度末 - - -

　権利確定 116,700 - -

　権利行使 10,300 - -

　失効 1,700 - -

　未行使残 104,700 - -
 

　

　　②単価情報

 第４回新株予約権 第５回新株予約権 第６回新株予約権

決議年月日 平成26年６月30日 平成28年６月21日 平成28年６月21日

権利行使価格（円） 1,045 100,000 164,400

行使時平均株価（円） 2,343 - -

付与日における公正な評価単価（円） 508 87,246 60,852
 

　

３．当連結会計年度に付与されたストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

　　該当事項はありません。　

 
　

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法
　　基本的には、将来の失効数は合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用しておりま

す。
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(税効果会計関係)

 
前連結会計年度

(平成29年４月30日)
当連結会計年度

(平成30年４月30日)
(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳
(百万円) (百万円)

（繰延税金資産）   

製品保証引当金 6 6

貸倒引当金 16 11

株主優待引当金 31 81

関係会社株式 - 3

新株予約権 24 36

賞与引当金 74 76

未払事業所税 10 6

未払事業税 30 33

有形固定資産 54 52

投資有価証券評価損 21 -

欠損金 52 7

その他 4 16

繰延税金資産小計 326 350

評価性引当額 △107 △165

繰延税金資産の純額 218 184

　繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の
項目に含まれております。

  

流動資産　―　繰延税金資産 118 120

固定資産　―　繰延税金資産 100 64

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負
担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

(％) (％)

法定実効税率 30.85 30.85

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.96 2.59

留保金課税 1.27 3.41

所得拡大税額控除 - △2.28

住民税均等割 2.27 2.27

評価性引当の増減 0.96 10.81

   のれんの償却額（正・負） - 1.15

持分法投資損益 △0.66 △1.34

その他 3.10 2.65

税効果会計適用後の法人税等の負担率 39.75 50.11
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(企業結合等関係)

前連結会計年度（自　平成28年５月１日　至　平成29年４月30日）

　該当事項はありません。

 
当連結会計年度（自　平成29年５月１日　至　平成30年４月30日）

　

取得による企業結合

 （１）企業結合の概要

   ①被取得企業の名称及び事業の内容

     被取得企業の名称　　株式会社ディースパーク

     事業の内容　　　　　人材派遣業

②企業結合を行った主な理由　

株式会社ディースパークは、2003年アパレル業界に特化した人材派遣会社として生まれ、その後フード・コン

ビニ・オフィス業界へと業容を拡大、販売業務を中心に人材を派遣・紹介してまいりました。事業ドメインを絞

り込むことで、高度なスキルの維持、向上に努め、数多くの大手企業から高い評価と信頼を獲得しています。

当社は、2008年のフードビジネスにおけるシナジー効果を狙いとした資本・業務提携に続き、株式会社ディー

スパークを子会社とすることで、急速に進めている情報・サービス事業領域のなかでも、特に外食業界の深刻な

人材不足への対応を強化してまいります。また、株式会社ディースパークはテンポスグループとの強固な連携体

制を早期に構築し、接客・販売のプロ育成を強化し、事業の拡大を図ってまいります。

③企業結合日

　平成29年12月21日(みなし取得日　平成29年12月31日）支配獲得

④企業結合の法的形式

　株式取得

⑤結合後企業の名称

　株式会社ディースパーク

⑥取得した議決権比率

　支配獲得前に獲得していた議決権比率　　19.9％

　支配獲得日に取得した議決権比率　　　　74.3％

　支配獲得後の議決権比率　　　　　　　　94.3％

⑦取得企業を決定するに至った主な根拠

　現金を対価とした株式取得により、当社が議決権の94.3％を取得したためであります。

　

（２）連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間

　　　平成30年1月1日から平成30年3月31日まで　

　

（３）被取得企業の取得原価及びその内訳

支配獲得前   

取得の対価 現金及び預金 67百万円

　取得原価  67百万円

支配獲得時　   

取得の対価 現金及び預金 40百万円

取得原価  40百万円
 

（４）主要な取得寒冷費用の内容及び金額

　　　支配獲得時

　　　　アドバイザリー費用等　-百万円
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（５）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

①発生したのれんの金額

　支配獲得時　235百万円

②発生原因

　主としてディースパーク株式会社が人材派遣事業を展開する地域における間接業務の効率化によって期待され

る超過収益力であります。

③償却方法及び償却期間

　5年間にわたる均等償却

 

（６）企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額ならびにその主な内訳

流動資産 517百万円

固定資産 149百万円

資産合計 666百万円

流動負債 150百万円

固定負債 643百万円

負債合計 794百万円
 

　　

（７）企業結合が連結会計年度開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影響

の概算額及びその算定方法

　　当連結会計年度における概算額の算定が困難であるため、記載しておりません。

 
(資産除去債務関係)

（１）当該資産除去債務の概要

　店舗等の不動産賃貸借契約の原状回復義務等であります。

 
（２）当該資産除去債務の金額の算定方法

　退店店舗に係る原状回復工事見積書に基づき坪当たり費用単価を算出し、その単価を各店舗の建築坪数へ乗じて、

原状回復費用総額を算出しております。

 
（３）当該資産除去債務の金額の算定方法

 
前連結会計年度

（自　平成28年５月１日
　至　平成29年４月30日）

当連結会計年度
（自　平成29年５月１日
　至　平成30年４月30日）

期首残高 61百万円 46百万円

債務の履行に伴う減少額 △17百万円 △21百万円

見積りの変更による増加額 　2百万円 60百万円

期末残高 　46百万円 85百万円
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１ 報告セグメントの概要

(１)報告セグメントの決定方法

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。

(２）各報告セグメントに属する製品及びサービスの種類

「物販事業」は主に現在国内各所に店舗および営業所を所有し、店頭に来店されたお客様及び訪問先での商品の

販売を行っております。「情報・サービス事業」は主に飲食企業様に対して不動産仲介及び、内装工事請負、リー

スクレジット取扱、インターネット通販等、開業支援及び経営サポートを主たる事業としております。「飲食事

業」は飲食店経営を主たる事業としております。

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にお

ける記載と概ね同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。また、セグメント間の内部収益及び振替高は市場

実勢価格に基づいております。
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３  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度(自 平成28年５月１日 至 平成29年４月30日)

     (単位：百万円)

 

報告セグメント

調整額 合計

物販事業
情報・サービス

事業
飲食事業 計

売上高       

外部顧客への
売上高

14,160 3,883 9,425 27,469 ― 27,469

セグメント間の内部
売上高又は振替高

631 273 21 925 △925 ―

計 14,791 4,156 9,446 28,394 △925 27,469

セグメント利益 1,043 311 854 2,210 △55 2,154

セグメント資産 7,813 1,774 3,954 13,542 △975 12,566

セグメント負債 2,131 591 1,647 4,369 △508 3,861

その他の項目       

減価償却費 48 7 184 241 ― 241

のれんの償却費 ― ― 35 35 17 53

有形固定資産及び無
形固定資産の増加額

41 ― 176 218 ― 218
 

　

当連結会計年度(自 平成29年５月１日 至 平成30年４月30日)

     (単位：百万円)

 

報告セグメント

調整額 合計

物販事業
情報・サービス

事業
飲食事業 計

売上高       

外部顧客への
売上高

14,485 4,649 9,948 29,083 - 29,083

セグメント間の内部
売上高又は振替高

747 283 - 1,031 △1,031 -

計 15,233 4,932 9,948 30,114 △1,031 29,083

セグメント利益 1,089 361 764 2,215 △208 2,007

セグメント資産 8,149 2,841 4,469 15,460 △1,307 14,152

セグメント負債 2,495 1,342 2,032 5,871 △1,304 4,566

その他の項目       

減価償却費 33 12 159 205 - 205

のれんの償却費 - 28 36 64 - 64

有形固定資産及び無
形固定資産の増加額

15 194 355 565 - 565
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４  報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異調整に関する事項)

  (単位：百万円)

売上高 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 28,394 30,114

セグメント間取引消去 △925 △1,031

連結財務諸表の売上高 27,469 29,083
 

 
  (単位：百万円)

利益 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 2,210 2,215

セグメント間取引消去 △55 △208

連結財務諸表の営業利益 2,154 2,007
 

 
  (単位：百万円)

資産 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 13,542 15,460

全社資産（注） 317 216

その他の調整額 △1,293 △1,523

連結財務諸表の資産合計 12,566 14,152
 

（注）全社資産は主に報告セグメントに帰属しない投資有価証券であります。

 
     (単位：百万円)

その他の項目

報告セグメント計 調整額 連結財務諸表計上額

前連結
会計年度

当連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

減価償却費 241 205 - - 241 205

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

218 565 - - 218 565

のれんの償却 35 64 17 - 53 64
 

 

【関連情報】

前連結会計年度(自　平成28年５月１日 至 平成29年４月30日)

１ 製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

　本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90%を越えるため、記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90%を越えるため、記載を省略して

おります。

３　主要な顧客ごとの情報　

　　外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありません。
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当連結会計年度(自　平成29年５月１日 至 平成30年４月30日)

１  製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

　本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90%を越えるため、記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90%を越えるため、記載を省略して

おります。

３　主要な顧客ごとの情報　

　　外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありません。

　

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度(自　平成28年５月１日 至 平成29年４月30日)

     (単位：百万円)

 

報告セグメント

全社・消去 合計
物販事業 情報・サービス事業 飲食事業 計

減損損失 - - 88 88 - 88
 

　

当連結会計年度(自　平成29年５月１日 至 平成30年４月30日)

     (単位：百万円)

 

報告セグメント

全社・消去 合計
物販事業 情報・サービス事業 飲食事業 計

減損損失 - - 333 333 - 333
 

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度(自　平成28年５月１日 至 平成29年４月30日)

     (単位：百万円)

 

報告セグメント

全社・消去 合計
物販事業 情報・サービス事業 飲食事業 計

当期償却高 - 17 35 53 - 53

当期末残高 - 22 72 94 - 94
 

　

当連結会計年度(自　平成29年５月１日 至 平成30年４月30日)

     (単位：百万円)

 
報告セグメント

全社・消去 合計
物販事業 情報・サービス事業 飲食事業 計

当期償却高 - 28 35 64 - 64

当期末残高 - 165 100 265 - 265
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【のれんの金額の重要な変動】

前連結会計年度(自　平成28年５月１日 至 平成29年４月30日)

　該当事項はありません。
　
当連結会計年度(自　平成29年５月１日 至 平成30年４月30日)

　当連結会計期間において株式会社ディースパークの株式を取得し、連結の範囲に含めたことに伴い、「情報・

サービス事業」のセグメントにおいて171百万円、「飲食事業」のセグメントにおいて63百万円ののれんが発生して

おります。

(関連当事者情報)

1.　関連当事者との取引
 

前連結会計年度(自　平成28年５月１日 至 平成29年４月30日)

　(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

(ア) 連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る)等

該当事項はありません。
　
(イ) 連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

該当事項はありません。
　
(ウ) 連結財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等

該当事項はありません。
　
(エ) 連結財務諸表提出会社の役員及び個人主要株主(個人の場合に限る)等

該当事項はありません。
　

(2) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

　　該当事項はありません。
　　　
2.　親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報

該当事項はありません。
　

(2) 重要な関連会社の要約財務情報

該当事項はありません。

 
 
当連結会計年度(自　平成29年５月１日 至 平成30年４月30日)

　(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

(ア) 連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る)等

該当事項はありません。
　
(イ) 連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

該当事項はありません。
　
(ウ) 連結財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等

該当事項はありません。
　
(エ) 連結財務諸表提出会社の役員及び個人主要株主(個人の場合に限る)等

該当事項はありません。
　

(2) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

　　該当事項はありません。
　　　
2.　親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報

該当事項はありません。
　

(2) 重要な関連会社の要約財務情報

該当事項はありません。　
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(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自　平成28年５月１日
至　平成29年４月30日)

当連結会計年度
(自　平成29年５月１日
至　平成30年４月30日)

１株当たり純資産額 633.41円 １株当たり純資産額 688.26円

１株当たり当期純利益 87.79円 １株当たり当期純利益 52.06円

潜在株式調整後
1株当たり当期純利益金額

87.39円
潜在株式調整後
1株当たり当期純利益金額

51.58円
 

(注) １.１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
　

項　目
前連結会計年度

(平成29年４月30日)
当連結会計年度

(平成30年４月30日)

純資産の部の合計額（百万円） 8,705 9,585

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 7,513 8,218

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） 1,191 1,366

（うち新株予約権（百万円）） (79) (117)

（うち非支配株主持分（百万円）） (1,112) (1,248)

1株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数（株） 11,863,299 11,942,735
 

　
２.１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。

 
前連結会計年度

(自　平成28年５月１日
至　平成29年４月30日)

当連結会計年度
(自　平成29年５月１日
至　平成30年４月30日)

１株当たり当期純利益金額   

親会社株主に帰属する当期純利益（百万円） 1,039 617

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
当期純利益（百万円）

1,039 617

普通株式の期中平均株式数（株） 11,836,550 11,864,994

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

親会社株主に帰属する当期純利益調整額（百万円） 1,039 617

普通株式増加数 53,378 111,278

（うち新株予約権（株）） 53,378 111,278

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり当
期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式の概要

― ―
 

 

(重要な後発事象)

　　該当事項はありません。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

【借入金等明細表】

 
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

１年以内に返済予定のリース債務 16 10 - -

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く。)

14 2 -
平成31年5月～
平成33年4月

計 31 13 - -
 

(注)　1.リース債務については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を連結貸借対

照表に計上しているため、「平均利率」を記載しておりません。

２．リース債務（1年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年以内における１年ごとの返済予定額の

総額

 

区分
１年超２年以内
　（百万円）

２年超３年以内
　（百万円）

３年超４年以内
　（百万円）

４年超５年以内
　（百万円）

リース債務 2 - - -
 

【資産除去債務明細表】

　当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首及び当連結会計

年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、連結財務諸表規則第92条の２の規定によ

り、記載を省略しております。

 

 

(2) 【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

 

(累計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高 (百万円) 7,139 14,318 21,102 29,083

税金等調整前
四半期(当期)純利益
金額

(百万円) 574 850 1,266 1,724

親会社株主に帰属す
る四半期(当期)純利
益金額

(百万円) 269 226 454 617

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 22.75 19.07 38.27 52.06
 

　

(会計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり
四半期純利益金額

(円) 22.75 △3.68 19.20 13.76
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

①【貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前事業年度

(平成29年４月30日)
当事業年度

(平成30年４月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,487 186

  売掛金 ※1  322 ※1  29

  商品及び製品 2,509 22

  仕掛品 95 -

  原材料及び貯蔵品 1 -

  前渡金 23 -

  前払費用 35 1

  繰延税金資産 69 8

  その他 ※1  92 ※1  187

  貸倒引当金 △0 △14

  流動資産合計 4,638 423

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） 62 0

   車両運搬具（純額） 1 -

   工具、器具及び備品（純額） 11 0

   有形固定資産合計 75 0

  無形固定資産   

   ソフトウエア 9 4

   電話加入権 2 2

   その他 - 3

   無形固定資産合計 12 9

  投資その他の資産   

   投資有価証券 94 2

   関係会社株式 1,458 4,544

   長期貸付金 15 15

   関係会社長期貸付金 305 905

   敷金及び保証金 284 10

   繰延税金資産 22 0

   その他 0 -

   貸倒引当金 △15 △536

   投資その他の資産合計 2,165 4,942

  固定資産合計 2,253 4,953

 資産合計 6,891 5,376
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           (単位：百万円)

          
前事業年度

(平成29年４月30日)
当事業年度

(平成30年４月30日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 ※1  625 ※1  24

  未払金 ※1  129 ※1  9

  未払費用 96 20

  未払法人税等 118 10

  未払消費税等 22 17

  前受金 120 9

  賞与引当金 142 17

  製品保証引当金 19 -

  株主優待引当金 102 251

  その他 97 16

  流動負債合計 1,476 377

 固定負債   

  長期預り保証金 8 8

  固定負債合計 8 8

 負債合計 1,485 386

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 509 509

  資本剰余金   

   資本準備金 472 472

   その他資本剰余金 0 93

   資本剰余金合計 472 565

  利益剰余金   

   利益準備金 2 2

   その他利益剰余金   

    別途積立金 1,000 1,000

    繰越利益剰余金 4,107 3,544

   利益剰余金合計 5,109 4,546

  自己株式 △764 △747

  株主資本合計 5,326 4,872

 新株予約権 79 117

 純資産合計 5,406 4,990

負債純資産合計 6,891 5,376
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②【損益計算書】

           (単位：百万円)

          前事業年度
(自 平成28年５月１日
　至 平成29年４月30日)

当事業年度
(自 平成29年５月１日
　至 平成30年４月30日)

売上高 ※1  11,996 ※1  6,869

売上原価 ※1  7,498 ※1  4,193

売上総利益 4,497 2,675

販売費及び一般管理費 ※1,※2  3,671 ※1,※2  2,385

営業利益 826 289

営業外収益   

 受取利息 1 1

 有価証券利息 0 0

 受取配当金 51 44

 その他 9 6

 営業外収益合計 62 52

営業外費用   

 その他 - 0

 営業外費用合計 - 0

経常利益 888 342

特別利益   

 移転補償金 30 30

 関係会社株式売却益 - 3

 特別利益合計 30 33

特別損失   

 貸倒引当金繰入額 - 534

 和解金 - 44

 関係会社株式評価損 - 56

 特別損失合計 - 635

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 918 △260

法人税、住民税及び事業税 324 169

法人税等調整額 14 37

法人税等合計 339 207

当期純利益又は当期純損失（△） 579 △467
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③【株主資本等変動計算書】

 前事業年度(自 平成28年５月１日　至 平成29年４月30日)　

 (単位：百万円)

 

株主資本

新株予約

権

純資産合

計資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計資本準備

金

その他資

本剰余金

資本剰余

金合計

利益準備

金

その他利益剰余金
利益剰余

金合計別途積立

金

繰越利益

剰余金

当期首残高 509 472 0 472 2 1,000 3,611 4,613 △764 4,831 33 4,864

当期変動額             

剰余金の配当       △83 △83  △83  △83

当期純利益又は当期

純損失（△）
      579 579  579  579

株式交換による増加          -  -

自己株式の処分          -  -

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

          45 45

当期変動額合計 - - - - - - 496 496 - 496 45 541

当期末残高 509 472 0 472 2 1,000 4,107 5,109 △764 5,326 79 5,406
 

 

 

 

 

 

　

 当事業年度(自 平成29年５月１日　至 平成30年４月30日)　

 (単位：百万円)

 

株主資本

新株予約

権

純資産合

計資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計資本準備

金

その他資

本剰余金

資本剰余

金合計

利益準備

金

その他利益剰余金
利益剰余

金合計別途積立

金

繰越利益

剰余金

当期首残高 509 472 0 472 2 1,000 4,107 5,109 △764 5,326 79 5,406

当期変動額             

剰余金の配当       △95 △95  △95  △95

当期純利益又は当期

純損失（△）
      △467 △467  △467  △467

株式交換による増加   92 92      92  92

自己株式の処分         16 16  16

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

          38 38

当期変動額合計 - - 92 92 - - △563 △563 16 △454 38 △415

当期末残高 509 472 93 565 2 1,000 3,544 4,546 △747 4,872 117 4,990
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【注記事項】

(重要な会計方針)

　１. 資産の評価基準及び評価方法

(１)有価証券の評価基準及び評価方法

① 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

② その他有価証券

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

 

　(２)たな卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

① 商品

移動平均法

② 製品・仕掛品

個別法

③ 貯蔵品

先入先出法

 

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし平成10年4月1日以降取得した建物（附属設備を除く）については、定額法）を採用しておりま

す。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　3年～10年

その他　　　　　　2年～6年

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）

による定額法を採用しております。

 

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等については個別

に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員の賞与支給に備えるため、会社所定の計算方法による支給見込額のうち、当期負担額を計上しておりま

す。

　(3) 製品保証引当金

製品引渡後の保証期間内の補修費用の支出に備えるため、過去の実績に基づき当期の売上高に対応する発生見

込額を計上しております。

(4) 株主優待引当金

当社は、株主優待制度に基づき、将来の株主優待券の利用による費用の発生に備えるため、当事業年度末に発

生すると見込まれる費用を合理的に算出し、計上しております。

 

４．その他財務諸表作成のための基本になる重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。
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(会計方針の変更)

　該当事項はありません。　

 
 （追加情報）

　該当事項はありません。

　　

(貸借対照表関係)

※１．関係会社に対する資産及び負債

区分表示されたもの以外で当該関係会社に対する金銭債権又は金銭債務の金額は、次の通りであります。

 
前事業年度

(平成29年４月30日)
当事業年度

(平成30年４月30日)

短期金銭債権 130百万円 146百万円

短期金銭債務 29百万円 21百万円
 

 

(損益計算書関係)

※１．関係会社との営業取引及び営業取引以外の取引の取引高の総額

 
前事業年度

(自　平成28年５月１日
至　平成29年４月30日)

当事業年度
(自　平成29年５月１日
至　平成30年４月30日)

売上高 644百万円 1,044百万円

仕入高 270百万円 372百万円

販売費及び一般管理費 51百万円 18百万円

営業取引高以外の取引高 ―百万円 1百万円
 

 

※２．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

 
前連結会計年度

(自 平成28年５月１日
至 平成29年４月30日)

当連結会計年度
(自 平成29年５月１日
至 平成30年４月30日)

給料手当及び諸手当 1,609百万円 898百万円

地代家賃 854 440 

貸倒引当金繰入額 114 133 

賞与引当金繰入額 119 254 

株主優待引当金繰入額 34 13 
 

　

おおよその割合   

販売費 65％ 46％

一般管理費 35％ 64％
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(有価証券関係)

前事業年度（平成29年４月30日現在）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　　（注）時価を把握することは極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　        　　　　　　　　（単位：百万円）

区分 貸借対照表計上額

（1）子会社株式 1,425

（2）関連会社株式 32

計 1,458
 

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるものです。
　
当事業年度（平成30年４月30日現在）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　　（注）時価を把握することは極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　        　　　　　　　　（単位：百万円）

区分 貸借対照表計上額

（1）子会社株式 4,511

（2）関連会社株式 32

計 4,544
 

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるものです。
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(税効果会計関係)

 
前事業年度

(平成29年４月30日)
当事業年度

(平成30年４月30日)
(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳
(百万円) (百万円)

（繰延税金資産）   

製品保証引当金 6 -

貸倒引当金 4 191

株主優待引当金 31 77

自己株式 1 1

新株予約権 24 36

賞与引当金 43 5

未払事業所税 9 -

未払事業税 13 3

投資有価証券評価損 21 -

関係会社株式 - 38

その他 3 0

繰延税金資産小計 158 353

評価性引当額 △67 344

繰延税金資産の純額 91 8

繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目
に含まれております。

  

流動資産　―　繰延税金資産 69 8

固定資産　―　繰延税金資産 22 0

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負
担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

(％) (％)

法定実効税率 30.85 -

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 4.34 -

受取配当等永久に益金に算入されない項目 △1.72 -

留保金課税 2.82 -

所得拡大税控除 △2.49 -

住民税均等割 1.32 -

評価性引当額 2.07 -

その他 △0.22 -

税効果会計適用後の法人税等の負担率 36.97 -
 

（注）当事業年度は、税引前当期純損失を計上しているため、記載を省略しております。

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

 

資産の種類
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

減価償却累
計額

(百万円）

有形固定資産       

　建物 62 2 60 3 0 0

　車両運搬具 1 1 2 1 - -

　工具、器具及び備品 11 1 7 4 0 20

有形固定資産計 75 4 70 9 0 20

無形固定資産       

　ソフトウェア 9 3 6 - 7 -

　電話加入権 2 - - - 2 -

無形固定資産計 12 3 6 - 9 -
 

 

【引当金明細表】

 

区分
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円） 当期末残高

（百万円）
目的使用 その他

貸倒引当金 15 536 - 15 536

賞与引当金 142 17 142 - 17

製品保証引当金 19 - - 19 -

株主優待引当金 102 251 102 - 251
 

　

(2) 【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 ５月１日から４月30日まで

定時株主総会 ７月中

基準日 ４月30日

剰余金の配当の基準日 10月31日、４月30日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

　取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱UFJ銀行株式会社　証券代行部

　株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱UFJ銀行株式会社

　取次所 ─

　買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他のやむを得ない事由に
よって電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載する方
法により行う。
公告掲載URL　http://www.tenpos.co.jp

株主に対する特典 該当事項はありません
 

(注）　当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を有しておりません。　

　　　 会社法第189条第２項各号に掲げる権利

　　　 会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

      株主の有する株式数に応じて募集株式または募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

　当社には、金融商品取引法第24条の7第1項に規定する親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　(1) 有価証券報告書及びその添付書類

　　事業年度（第25期）（自　平成28年５月１日　至　平成29年４月30日）平成29年７月25日関東財務局長に提出。

(2) 四半期報告書

　　事業年度（第26期第1四半期）（自　平成29年５月１日　至　平成29年７月31日）平成29年９月12日関東財務局長

に提出。

　　事業年度（第26期第2四半期）（自　平成29年８月１日　至　平成29年10月31日）平成29年12月12日関東財務局長

に提出。

　　事業年度（第26期第3四半期）（自　平成29年11月１日　至　平成30年１月31日）平成30年３月13日関東財務局長

に提出。

　(3) 内部統制報告書

　　事業年度（第25期）（自　平成28年５月１日　至　平成29年４月30日）平成29年７月25日関東財務局長に提出。

　(4) 臨時報告書

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づ

くもの。

代表取締役の異動があったため。平成29年11月1日に関東財務局長に提出。

当社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に著しい事象が発生したため。平成29年12月12日に関

東財務局長に提出。

株式会社テンポスフィナンシャルトラストを株式交換完全子会社とする株式交換を行うことを決議したため。平

成30年4月27日に関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

平成30年７月27日

株式会社テンポスホールディングス

取締役会　御中

 
 

 

 

有限責任大有監査法人
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 岩　村　浩　秀 ㊞

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 坂　野　英　雄 ㊞

 

 

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社テンポスホールディングス（旧社名　株式会社テンポスバスターズ）の平成29年５月１日から平成30年４

月30日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結

株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の

注記及び連結附属明細表について監査を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を

策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、

当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用

される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リス

ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する

内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見

積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社テンポスホールディングス（旧社名　株式会社テンポスバスターズ）及び連結子会社の平成30年４月30日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社テンポスホールディ

ングス（旧社名　株式会社テンポスバスターズ）の平成30年４月30日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の

基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施

することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重

要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評

価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、株式会社テンポスホールディングス（旧社名　株式会社テンポスバスターズ）が平成30年４月30日現

在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

 

平成30年７月27日

株式会社テンポスホールディングス

取締役会　御中

 

有限責任大有監査法人
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 岩　村　浩　秀 ㊞

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 坂　野　英　雄 ㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社テンポスホールディングス（旧社名　株式会社テンポスバスターズ）の平成29年５月１日から平成30年４

月30日までの第26期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方

針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

　

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社テンポスホールディングス（旧社名　株式会社テンポスバスターズ）の平成30年４月30日現在の財政状態及び同日を

もって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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